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○
岳
野　

日
本
証
券
業
協
会
副
会
長
の
岳
野
で
ご
ざ
い
ま

す
。
本
日
は
、
私
ど
も
に
こ
の
よ
う
な
発
表
の
機
会
を
与

え
て
い
た
だ
き
ま
し
た
日
本
証
券
経
済
研
究
所
の
森
本
理

事
長
以
下
の
皆
様
に
御
礼
を
申
し
上
げ
ま
す
。
ま
た
、
お

忙
し
い
中
、
会
場
、
オ
ン
ラ
イ
ン
と
も
多
数
の
皆
様
に
御

参
加
い
た
だ
き
ま
し
て
、
大
変
光
栄
に
存
じ
ま
す
。

　

日
本
証
券
業
協
会
で
は
、
証
券
業
の
健
全
な
発
展
と
投

資
者
の
保
護
、
あ
る
い
は
金
商
法
の
目
的
で
あ
る
国
民
経

済
の
適
切
な
運
営
と
投
資
者
の
保
護
に
向
け
た
様
々
な
調

査
研
究
活
動
、
あ
る
い
は
政
策
提
言
を
行
っ
て
ま
い
り
ま

し
て
、
こ
れ
ま
で
も
何
回
か
そ
う
い
っ
た
取
り
組
み
の
一

端
を
こ
の
場
で
御
紹
介
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
し
た
。

　

金
融
経
済
教
育
推
進
機
構
の
設
立
に
あ
た
り
ま
し
て

は
、
本
協
会
は
他
人
事
で
は
な
く
当
事
者
の
一
人
と
し
て

取
り
組
ん
で
ま
い
り
ま
し
た
の
で
、
今
回
は
そ
う
い
っ
た

面
も
あ
わ
せ
て
御
報
告
し
、
皆
様
方
か
ら
忌
憚
の
な
い
御

意
見
や
御
指
摘
を
い
た
だ
け
れ
ば
と
存
じ
ま
す
。

　

本
日
御
説
明
す
る
内
容
は
、
一
、
そ
も
そ
も
金
融
リ
テ

ラ
シ
ー
と
は
何
か
、
と
い
っ
た
と
こ
ろ
か
ら
、
二
、
金
融

経
済
教
育
に
関
す
る
国
際
的
な
動
向
と
し
て
、
特
に
リ
ー

マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
前
後
か
ら
の
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
を
中
心
と
し
た
動

き
、
三
、
日
本
に
お
け
る
金
融
経
済
教
育
と
し
て
、
こ
こ

国�

民
の
資
産
形
成
に
関
す
る
金
融
経
済
教
育
の

推
進
に
つ
い
て

岳　

野　

万
里
夫

吉　

沢　

拓　

央
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一
〇
年
ほ
ど
日
本
は
ど
う
い
う
動
き
を
し
て
き
た
の
か
、

四
、
金
融
広
報
中
央
委
員
会
や
本
協
会
の
金
融
経
済
教
育

の
取
り
組
み
の
実
情
、
五
、
こ
れ
ま
で
に
見
え
て
き
て
い

る
課
題
、
六
、
政
府
の
資
産
所
得
倍
増
プ
ラ
ン
の
動
き
、

七
、
金
融
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
及
び
利
用
環
境
の
整
備
等
に

関
す
る
法
律
、
八
、
今
年
三
月
に
閣
議
決
定
さ
れ
た
安
定

的
な
資
産
形
成
の
支
援
に
関
す
る
基
本
方
針
、
九
、
金
融

経
済
教
育
推
進
機
構
（
Ｊ
―
Ｆ
Ｌ
Ｅ
Ｃ
）
で
す
。
こ
れ
ら

に
つ
い
て
吉
沢
次
長
か
ら
資
料
に
基
づ
い
て
御
説
明
を
申

し
上
げ
、
最
後
に
、
一
〇
、
今
後
の
課
題
に
つ
い
て
、
私

か
ら
簡
単
に
整
理
し
て
御
報
告
申
し
上
げ
た
い
と
思
い
ま

す
（
図
表
１
）。

一�

、
金
融
リ
テ
ラ
シ
ー
の
概
要
及
び

調
査
結
果

○
吉
沢　

金
融
・
証
券
教
育
支
援
本
部
の
吉
沢
で
ご
ざ
い

図表１
本日ご説明する内容

１．金融リテラシー

（１）金融リテラシーとは
（２）金融リテラシーと投資行動

（金融広報中央委員会調査）
（３）個人投資家の金融リテラシーの現状

（日証協「個人投資家調査」）
（４） 国民の証券投資の実態と意識

（日証協「全国調査」）

２．金融経済教育に関する国際的な動向

• OECD/INFE「金融教育のための国家戦略に関する
ハイレベル原則」公表（2012年6月）

• ファイナンシャル・ウェルビーイングの実現へ

３．日本における金融経済教育の位置付け

（１）金融リテラシーの必要性の高まり
（２）金融リテラシーマップの作成等（2012～15年頃）
（３）NISAの普及と金融リテラシー向上の一体的推進
（2013年1月「日本経済再生に向けた緊急経済対策」）

４．金融経済教育の実施状況

（１）金融広報中央委員会による業態横断的な取組み
（２）日本証券業協会の金融経済教育活動
（３）証券会社による金融経済教育活動

５．これまでに見えている課題

（１）NISAと金融リテラシーに関する学術研究
（２）NISA口座を開設しない理由について
（３）金融経済教育を受ける機会が国民に十分届いて

いないこと

６．資産所得倍増プラン

（１）資産所得倍増プランの策定に向けた政府の方針
（２）資産所得倍増プラン（2022年11月25日取りまとめ）

７．金融サービスの提供及び利用環境の整備等に
関する法律の概要
（2023年11月29日公布）

８．安定的な資産形成の支援に関する基本方針
（2024年3月15日閣議決定）

９．金融経済教育推進機構（J-FLEC）の設立
（2024年4月5日、本格稼働8月）

１０．今後の課題
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ま
す
。
よ
ろ
し
く
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

　

ま
ず
初
め
に
、（
一
）
と
し
て
「
金
融
リ
テ
ラ
シ
ー
」

の
定
義
に
つ
い
て
触
れ
た
い
と
思
い
ま
す
。「
金
融
リ
テ

ラ
シ
ー
の
向
上
」
な
ど
と
よ
く
使
わ
れ
ま
す
が
、
海
外
、

日
本
、
そ
れ
ぞ
れ
で
ど
う
い
っ
た
定
義
が
な
さ
れ
て
い
る

か
を
確
認
し
て
、
金
融
リ
テ
ラ
シ
ー
が
高
い
人
は
ど
う
い

う
人
な
の
か
、
ど
う
い
う
投
資
行
動
を
と
る
の
か
と
い
っ

た
こ
と
を
、
調
査
結
果
を
踏
ま
え
て
御
紹
介
し
ま
す
。

　

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
（
経
済
協
力
開
発
機
構
）
で
は
、「
金
融
教

育
の
た
め
の
国
家
戦
略
に
関
す
る
ハ
イ
レ
ベ
ル
原
則
（
二

〇
一
二
年
六
月
）」
に
お
い
て
、
金
融
リ
テ
ラ
シ
ー
を

「
金
融
に
関
す
る
健
全
な
意
思
決
定
を
行
い
、
究
極
的
に

は
金
融
面
で
の
個
人
の
幸
福
（
フ
ァ
イ
ナ
ン
シ
ャ
ル
・

ウ
ェ
ル
ビ
ー
イ
ン
グ
）
を
達
成
す
る
た
め
に
必
要
な
、
金

融
に
関
す
る
意
識
、
知
識
、
技
術
、
態
度
及
び
行
動
の
総

体
」
と
定
義
し
て
い
ま
す
。

　

日
本
の
金
融
広
報
中
央
委
員
会
が
作
成
し
た
「
金
融
リ

テ
ラ
シ
ー
・
マ
ッ
プ
」
は
、
生
活
の
ス
キ
ル
と
し
て
、
生

涯
の
ど
の
段
階
で
何
を
学
ぶ
か
を
体
系
的
に
整
理
し
た
も

の
で
、
そ
れ
を
一
般
の
方
で
も
簡
単
に
理
解
で
き
る
よ
う

全
体
像
を
概
観
す
る
こ
と
が
で
き
る
イ
メ
ー
ジ
資
料
で

す
。
そ
こ
で
は
、
最
低
限
身
に
つ
け
る
べ
き
金
融
リ
テ
ラ

シ
ー
の
内
容
を
、
金
融
に
関
す
る
意
識
や
知
識
な
ど
の
い

わ
ゆ
る
「
認
知
能
力
」
と
、
態
度
や
行
動
な
ど
の
い
わ
ゆ

る
「
非
認
知
能
力
」
と
に
分
け
て
整
理
さ
れ
て
お
り
、
さ

ら
に
外
部
の
知
見
の
適
切
な
活
用
と
し
て
、
相
談
し
ア
ド

バ
イ
ス
を
求
め
ら
れ
る
中
立
的
な
機
関
・
専
門
家
等
を
把

握
し
、
的
確
に
行
動
で
き
る
こ
と
を
重
視
す
る
と
定
め
て

い
ま
す
。

　

こ
の
イ
メ
ー
ジ
図
は
、
名
古
屋
学
院
大
学
の
上
山
仁
恵

先
生
、
千
葉
商
科
大
学
の
伊
藤
宏
一
先
生
の
分
析
を
も
と

に
、
個
人
が
備
え
る
に
望
ま
し
い
金
融
リ
テ
ラ
シ
ー
を
イ

メ
ー
ジ
し
た
も
の
で
す
（
図
表
２
）。

　

○
○
を
知
っ
て
い
る
、
理
解
し
て
い
る
、
説
明
で
き
る
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と
い
う
知
識
や
意
識
が
、
い
わ
ゆ
る
認
知
能
力
が
備
わ
っ

て
い
る
状
態
で
す
。
自
信
が
あ
る
、
動
機
・
意
欲
が
あ

る
、
持
続
力
・
忍
耐
力
が
あ
る
と
い
っ
た
態
度
・
行
動

が
、
非
認
知
能
力
（
コ
ン
ピ
テ
ン
シ
ー
）
が
備
わ
っ
て
い

る
状
態
。
ま
た
、
専
門
家
の
助
言
、
デ
ジ
タ
ル
デ
バ
イ
ス

の
利
用
、
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
な
ど
様
々
な
制
度
の
利
用
が
で
き
る

能
力
、
外
部
の
知
見
を
活
用
で
き
る
能
力
（
ケ
ー
パ
ビ
リ

テ
ィ
）
が
備
わ
っ
て
い
る
状
態
。
こ
れ
ら
を
ま
と
め
て
金

融
リ
テ
ラ
シ
ー
だ
ろ
う
と
い
う
も
の
で
す
。

　

な
お
、
学
校
教
育
の
中
で
は
、
深
い
学
び
、
対
話
的
な

学
び
、
主
体
的
な
学
び
が
必
要
だ
と
さ
れ
て
お
り
ま
し

て
、
こ
れ
ら
の
知
識
を
つ
け
る
だ
け
で
な
く
、
自
信
を
持

つ
こ
と
、
意
欲
を
持
っ
て
取
り
組
む
こ
と
が
重
要
で
、
そ

う
し
た
非
認
知
能
力
（
コ
ン
ピ
テ
ン
シ
ー
）
が
鍛
え
ら
れ

る
、
醸
成
が
図
ら
れ
る
よ
う
な
仕
組
み
に
な
っ
て
い
ま

す
。

　

先
ほ
ど
御
紹
介
の
と
お
り
、「
金
融
リ
テ
ラ
シ
ー
・

図表２

社   会

１（１）①個人が備えるに望ましい金融リテラシー（イメージ）

非
認
知
能
力

認
知
能
力

金融に関する
知識・意識

・・を知っている
・・を理解している
・・を説明できる

専門家の助言/デジタルデバイスの利用/NISAなど様々な制度の利用

※ OECDは「金融リテラシー」を「金融に
関する健全な意思決定を行い、究極的に
は金融面での個人の幸福を達成するた
めに必要な、金融に関する意識、知識、
技術、態度及び行動の総体」と定義

金融に関する
態度・行動

自信
動機・意欲
持続力・忍耐力
自制心
社会的能力
回復力・対応力 など

外部の知見の適切な活用

〔出所〕�　上山仁恵・名古屋学院大学教授「NISAの証券市場参入効果：金融リテラシーの
影響分析」、伊藤宏一・千葉商科大学教授「OECD教育2030と３つの金融能力」
2021年度生活経済学会報告資料を基に日証協作成
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マ
ッ
プ
」
で
は
、
知
識
と
態
度
・
行
動
、
い
わ
ゆ
る
コ
ン

ピ
テ
ン
シ
ー
ま
で
も
身
に
つ
け
る
べ
き
と
さ
れ
て
い
ま
す

（
図
表
３
）。

　

例
え
ば
、
一
「
家
計
管
理
」
で
は
、
家
計
を
主
と
し
て

支
え
る
立
場
か
ら
、
家
計
簿
な
ど
で
収
入
支
出
や
資
産
負

債
を
把
握
、
管
理
し
、
必
要
に
応
じ
て
収
支
の
改
善
、
資

産
負
債
の
バ
ラ
ン
ス
改
善
を
行
え
る
。

　

二
「
生
活
設
計
」
で
は
、
自
分
の
老
後
を
展
望
し
た
ラ

イ
フ
プ
ラ
ン
の
実
現
に
向
け
て
着
実
に
取
り
組
ん
で
い

る
。

　

三
「
金
融
知
識
及
び
金
融
経
済
事
情
の
理
解
と
適
切
な

金
融
商
品
の
利
用
選
択
」
で
は
、
金
融
商
品
を
含
む
様
々

な
販
売
・
勧
誘
行
為
に
適
用
さ
れ
る
法
令
や
制
度
を
理
解

し
、
慎
重
な
契
約
締
結
な
ど
、
適
切
な
対
応
を
行
う
こ
と

が
で
き
る
。

　

さ
ら
に
、
四
「
外
部
の
知
見
の
適
切
な
活
用
」
で
は
、

金
融
商
品
の
利
用
の
是
非
を
自
ら
判
断
す
る
上
で
必
要
と

図表３
１（１）② 金融リテラシーマップ（金融経済教育推進会議）

ライフプランの明確化とその実現

家計管理（収支管理の明確化） ・金融知識及び金融経済事情の理解
・適切な金融商品の利用選択

外部の知見の適切な活用
（適切で中立的な機関・専門家等の把握、的確な行動）

▼金融リテラシー・マップ 「最低限身に付けるべき金融リテラシー」

⇒ 認知能力（頭で理解するもの）に加えて非認知能力（態度や行動）まで網羅されている

1. 家計管理

2. 生活設計

3. 金融知識及び金融経済事情の理
解と適切な金融商品の利用選択

4. 外部の知見の適切な活用

家計を主として支える立場から家計簿などで収入支出や資産負債を把握管理し、
必要に応じ収支の改善、資産負債のバランス改善を行える

環境変化等を踏まえ、必要に応じライフプランや資金計画、保有資産の見直しを検
討しつつ、自分の老後を展望したライフプランの実現に向け着実に取り組んでいる

金融商品を含む様々な販売・勧誘行為に適用される法令や制度を理解し、慎重な
契約締結など、適切な対応を行うことができる

金融商品の利用の是非を自ら判断するうえで必要となる情報の内容や、相談しアド
バイスを求められる適切で中立的な機関・専門家等を把握し、的確に行動できる

金融リテラシー４要素の関係

〔出所〕�　伊藤宏一・千葉商科大学教授「『金融リテラシー調査』に見る－日本の金融リテラ
シーの現状と金融教育推進法の必要性」を基に日証協作成
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な
る
情
報
の
内
容
や
、
相
談
し
ア
ド
バ
イ
ス
を
求
め
ら
れ

る
適
切
で
中
立
的
な
機
関
・
専
門
家
等
を
把
握
し
、
的
確

に
行
動
で
き
る
。

　

こ
う
い
っ
た
こ
と
が
、
一
般
社
会
人
な
ど
に
お
い
て
最

低
限
、
身
に
つ
け
る
べ
き
金
融
リ
テ
ラ
シ
ー
な
の
だ
と
し

て
い
ま
す
。
本
協
会
が
行
う
セ
ミ
ナ
ー
で
は
、
未
来
に
わ

た
っ
て
よ
り
楽
し
い
人
生
を
送
る
た
め
に
は
、
家
計
の
管

理
か
ら
始
ま
っ
て
ラ
イ
フ
プ
ラ
ン
を
立
て
る
こ
と
、
そ
れ

を
踏
ま
え
た
マ
ネ
ー
プ
ラ
ン
を
立
て
る
こ
と
、
選
択
肢
と

し
て
証
券
投
資
や
税
制
優
遇
制
度
が
あ
る
と
説
明
し
ま
す

が
、
そ
の
源
は
「
金
融
リ
テ
ラ
シ
ー
・
マ
ッ
プ
」
に
あ
る

わ
け
で
す
。

　

先
ほ
ど
「
金
融
リ
テ
ラ
シ
ー
・
マ
ッ
プ
」
は
全
体
像
を

概
観
す
る
こ
と
が
で
き
る
イ
メ
ー
ジ
資
料
と
申
し
ま
し
た

が
、
縦
に
四
分
野
、
横
は
、
小
学
生
、
中
学
生
、
高
校

生
、
大
学
生
、
若
年
社
会
人
、
一
般
社
会
人
、
高
齢
者
と

い
う
カ
テ
ゴ
リ
ー
が
設
け
ら
れ
て
お
り
、
そ
れ
ぞ
れ
で
ど

の
よ
う
な
こ
と
を
身
に
つ
け
る
べ
き
か
が
整
理
さ
れ
て
い

ま
す
。

　

続
い
て
（
二
）
と
し
て
、
金
融
広
報
中
央
委
員
会
の

「
金
融
リ
テ
ラ
シ
ー
調
査
」（
二
〇
二
二
年
）
で
す
。
こ
ち

ら
は
、
金
融
リ
テ
ラ
シ
ー
の
高
低
と
投
資
行
動
と
の
間
に

ど
の
よ
う
な
関
連
が
あ
る
の
か
を
見
た
も
の
で
、
個
人
の

金
融
リ
テ
ラ
シ
ー
、
こ
こ
で
は
お
金
の
知
識
・
判
断
力
の

現
状
を
把
握
す
る
こ
と
を
目
的
に
、
一
八
歳
か
ら
七
九
歳

の
三
万
人
を
対
象
に
し
た
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
が
行
わ
れ
ま

し
た
。
設
問
は
、
家
計
管
理
、
生
活
設
計
か
ら
資
産
形

成
、
保
険
、
ロ
ー
ン
ク
レ
ジ
ッ
ト
と
い
っ
た
「
金
融
リ
テ

ラ
シ
ー
・
マ
ッ
プ
」
の
分
野
に
基
づ
い
て
構
成
さ
れ
て
お

り
、
結
果
の
概
要
と
し
て
は
、
金
融
教
育
を
受
け
た
人
の

ほ
う
が
正
答
率
が
高
い
、
正
答
率
が
高
い
人
ほ
ど
株
式
、

投
資
信
託
等
に
投
資
し
て
い
る
傾
向
が
強
い
と
な
っ
て
い

ま
す
。

　

具
体
的
な
調
査
結
果
と
し
ま
し
て
、
金
融
知
識
等
の
階
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層
を
質
問
の
正
解
数
で
第
一
階
層
か
ら
第
五
階
層
に
区
分

し
た
上
で
投
資
行
動
を
見
る
と
、
正
答
率
が
高
い
人
ほ
ど

株
式
、
投
資
信
託
、
外
貨
預
金
等
に
投
資
し
て
い
る
傾
向

が
強
く
な
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
最
も
正
答
率
が
高
い
第

五
階
層
の
人
で
は
、
株
式
に
投
資
し
て
い
る
人
の
割
合
が

五
九
・
四
％
、
投
資
信
託
に
投
資
し
て
い
る
人
の
割
合
が

五
六
・
二
％
と
、
低
リ
テ
ラ
シ
ー
層
な
ど
と
比
べ
る
と
か

な
り
多
く
の
人
が
投
資
を
行
っ
て
い
る
こ
と
が
わ
か
り
ま

す
（
図
表
４
）。

　

金
融
知
識
等
の
階
層
別
分
析
で
は
、
金
融
教
育
を
受
け

た
と
認
識
し
て
い
る
人
は
高
リ
テ
ラ
シ
ー
層
に
多
く
、
逆

に
金
融
教
育
を
受
け
て
い
な
い
人
は
低
リ
テ
ラ
シ
ー
層
に

多
い
こ
と
が
わ
か
り
ま
す
。
ま
た
、
正
答
率
が
高
い
、
高

リ
テ
ラ
シ
ー
層
の
行
動
・
考
え
方
を
見
る
と
、
老
後
の
資

金
計
画
、
マ
ネ
ー
プ
ラ
ン
を
し
っ
か
り
行
っ
て
い
る
、
損

失
回
避
傾
向
が
弱
め
で
、
投
資
な
ど
で
リ
ス
ク
を
と
る
こ

と
を
い
と
わ
な
い
、
金
融
ト
ラ
ブ
ル
に
遭
い
に
く
い
と

図表４
１（２）① 金融知識等の階層別の投資行動

10%

20%

30%

40%

50%

60%

第１階層

低ﾘﾃﾗｼｰ層

第２階層 第３階層

中ﾘﾃﾗｼｰ層

第４階層 第５階層

高ﾘﾃﾗｼｰ層

株式に投資している人の割合

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

第１階層

低ﾘﾃﾗｼｰ層

第２階層 第３階層

中ﾘﾃﾗｼｰ層

第４階層 第５階層

高ﾘﾃﾗｼｰ層

投資信託に投資している人の割合

0%

10%

20%

30%

40%

第１階層

低ﾘﾃﾗｼｰ層

第２階層 第３階層

中ﾘﾃﾗｼｰ層

第４階層 第５階層

高ﾘﾃﾗｼｰ層

外貨預金等に投資している人の割合

 金融知識等の階層別に投資行動をみると、正答率が高い人ほど株式、投資信託、外貨預金等に投資してい
る傾向が強い。

 最も正答率が高い第５階層の人では、株式に投資している人の割合が59.4%、投資信託に投資している
人の割合が56.2%、外貨預金等に投資している人の割合が33.1%と、低リテラシー層等と比べるとかなり
多くの人が投資を行っていることがわかる。

〔出所〕�　金融広報中央委員会「「金融リテラシー調査2022年」の結果」を基に日証協作成
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い
っ
た
特
徴
が
見
ら
れ
ま
す
。

　

金
融
教
育
と
投
資
行
動
に
つ
い
て
見
る
と
、
生
活
設
計

や
家
計
管
理
な
ど
の
金
融
教
育
を
受
け
た
と
認
識
し
て
い

る
人
は
、
株
式
、
投
資
信
託
な
ど
投
資
を
行
う
人
が
多

く
、
か
つ
商
品
性
を
理
解
し
た
上
で
こ
れ
ら
を
購
入
し
て

い
る
こ
と
が
窺
え
ま
す
。
金
融
教
育
を
受
け
た
人
で
株
式

に
投
資
し
て
い
る
人
の
割
合
は
五
八
・
三
％
、
投
資
信
託

に
投
資
し
て
い
る
人
の
割
合
は
五
四
・
八
％
。
い
ず
れ
も

全
体
平
均
を
二
〇
％
ポ
イ
ン
ト
以
上
、
上
回
っ
て
お
り
、

金
融
教
育
の
有
無
に
よ
っ
て
投
資
行
動
が
大
き
く
異
な
る

こ
と
を
示
し
て
い
ま
す
。
投
資
行
動
に
至
る
か
ど
う
か
と

い
う
点
で
、
生
活
設
計
を
立
て
る
こ
と
、
家
計
管
理
を
行

う
こ
と
、
そ
の
重
要
性
を
伝
え
る
教
育
が
必
要
で
あ
る
と

い
う
こ
と
が
明
白
に
な
っ
て
い
ま
す
（
図
表
５
）。

　

続
い
て
、
日
米
の
金
融
知
識
と
、
金
融
知
識
の
自
己
評

価
に
関
す
る
状
況
で
す
。
金
融
リ
テ
ラ
シ
ー
調
査
の
正
答

率
を
比
較
す
る
と
、
日
本
の
正
答
率
四
七
％
に
対
し
て
米

図表５

１（２）③ 金融教育と投資行動

 生活設計や家計管理などの「金融教育を受けた」と認識している人は、投資を行う人が多く、かつ商品性を理
解したうえで株式等を購入している。

 金融教育を受けた人で株式に投資をしている人の割合は58.3％、投資信託に投資をしている人の割合は
54.8%、外貨預金等に投資をしている人の割合は41.9%と、いずれも全体平均を20％ポイント以上上
回っており、金融教育の有無によって投資行動が大きく異なることを示している。

10%

20%

30%

40%

50%

60%

株式 投資信託 外貨預金等

投資している人の割合

全体平均 金融教育を受けた人

70%

75%

80%

85%

90%

株式 投資信託 外貨預金等

商品性を理解して購入している人の割合

全体平均 金融教育を受けた人

〔出所〕�　金融広報中央委員会「「金融リテラシー調査2022年」の結果」を基に日証協作成
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国
は
五
〇
％
で
す
。
米
国
が
上
回
っ
て
は
い
ま
す
が
、
そ

の
差
は
大
き
く
あ
り
ま
せ
ん
。
一
方
で
、
金
融
知
識
に
自

信
が
あ
る
人
、
い
わ
ゆ
る
コ
ン
ピ
テ
ン
シ
ー
が
あ
る
人
の

割
合
は
、
日
本
が
一
二
％
に
対
し
て
米
国
は
七
一
％
と
大

き
く
引
き
離
さ
れ
て
い
ま
す
（
図
表
６
）。
そ
れ
ぞ
れ
の

国
民
性
な
の
か
、
控
え
目
と
言
わ
れ
る
日
本
人
の
性
格
が

表
れ
て
い
ま
す
。
も
し
か
す
る
と
、
こ
の
よ
う
な
差
が
日

米
の
個
人
の
投
資
行
動
の
差
に
も
表
れ
て
い
る
か
も
し
れ

ま
せ
ん
。

　

次
に
（
三
）
と
し
て
、
本
協
会
が
毎
年
実
施
し
て
い

る
、
個
人
投
資
家
の
金
融
リ
テ
ラ
シ
ー
の
現
状
（「
個
人

投
資
家
調
査
」、
二
〇
二
二
年
）
を
御
紹
介
し
ま
す
。
こ

ち
ら
の
調
査
対
象
は
、
二
〇
歳
以
上
の
証
券
保
有
者
で
、

標
本
数
は
五
〇
〇
〇
で
す
。

　

ま
ず
、「
金
融
に
関
す
る
知
識
と
投
資
方
針
」
で
は
、

株
式
、
投
資
信
託
と
も
、
金
融
知
識
が
高
い
ほ
ど
「
概
ね

長
期
保
有
だ
が
、
あ
る
程
度
値
上
が
り
益
が
あ
れ
ば
売
却

図表６
１（２）④＜日米＞金融知識と、金融知識の自己評価に関する状況－金融リテラシー調査の結果

 金融リテラシー調査の正答率を比較すると、日本の正答率47％に対して米国は50％と、米国が上回っているものの、そ
の差は大きくない。

 しかしながら、金融知識に自信がある人の割合は日本が12％に対して米国が71％と、大きく引き離されている。
 日本人は金融知識に比べ、金融知識の自己評価が低いことが特徴。

金融リテラシー調査の正答率

47%

50%

日本 米国

金融知識に自信がある人の割合

12%

71%

日本 米国

日本は59ｐ
大きく下回る

日米差は3pのみ

（注１）�　海外との比較に当たっては、教育制度、金融商品や金融サービス、税制など制度
的枠組みに違いがあるため、幅を持ってみる必要がある。

（注２）�　米国調査は、FINRA（18歳以上）の設問。金融知識に関する自己評価、金融資
産・負債の現状への満足度については、中立的評価（どちらともいえない、平均的）
よりも良い評価の合計値を記載。

〔出所〕�　金融広報中央委員会「金融リテラシー調査2022年」
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す
る
」
と
回
答
す
る
傾
向
が
高
く
な
っ
て
い
て
、
反
対
に

金
融
に
関
す
る
知
識
が
低
い
ほ
ど
「
特
に
決
め
て
い
な

い
」
の
割
合
が
高
く
な
り
ま
し
た
。
こ
の
よ
う
な
層
は
、

周
り
の
雰
囲
気
に
流
さ
れ
る
、
人
に
言
わ
れ
た
か
ら
と

い
っ
た
こ
と
で
行
動
し
が
ち
に
な
る
と
い
う
こ
と
が
考
え

ら
れ
、
成
功
し
て
も
失
敗
し
て
も
、
そ
の
原
因
や
要
因
が

わ
か
ら
な
い
お
そ
れ
が
あ
り
ま
す
。
自
身
で
判
断
が
で
き

る
よ
う
に
な
る
た
め
に
も
、
金
融
経
済
教
育
が
重
要
と
考

え
ら
れ
ま
す
。

　

も
う
一
つ
（
四
）
と
し
て
、
本
協
会
が
実
施
し
て
い
る

調
査
と
し
て
、
三
年
に
一
度
、
国
民
の
証
券
保
有
実
態
や

証
券
投
資
に
対
す
る
意
識
等
を
把
握
す
る
、「
証
券
投
資

に
関
す
る
全
国
調
査
」（
二
〇
二
一
年
）
を
見
て
ま
い
り

ま
す
。
こ
ち
ら
の
調
査
対
象
は
、
二
〇
歳
以
上
の
個
人

で
、
標
本
数
は
七
〇
〇
〇
で
す
。

　

結
果
と
し
ま
し
て
は
、
有
価
証
券
を
保
有
す
る
個
人
の

割
合
は
一
九
・
六
％
で
全
体
の
約
二
割
に
す
ぎ
ず
、
約
八

割
、
八
〇
〇
〇
万
人
の
投
資
未
経
験
者
は
、
配
当
所
得
な

ど
を
通
じ
た
所
得
の
分
配
を
受
け
ら
れ
て
い
な
い
状
況
で

す
。
二
〇
〇
三
年
の
調
査
ま
で
は
世
帯
の
特
性
で
見
て
い

た
も
の
を
、
時
代
の
変
化
に
応
じ
て
個
人
の
特
性
で
見
る

よ
う
、
調
査
目
的
を
変
え
た
こ
と
を
申
し
添
え
ま
す
。

　

証
券
投
資
が
必
要
と
は
思
わ
な
い
個
人
の
割
合
に
関
す

る
結
果
と
し
て
は
、
金
融
資
産
を
増
や
す
た
め
に
証
券
投

資
が
必
要
と
思
わ
な
い
人
は
約
七
割
と
な
っ
て
い
ま
す
。

そ
の
理
由
と
し
て
、「
金
融
や
投
資
に
関
す
る
知
識
を

持
っ
て
い
な
い
」
が
三
〇
％
、「
特
に
理
由
は
な
い
」
が

二
五
％
と
な
っ
て
い
て
、
こ
う
し
た
方
々
に
は
投
資
教
育

を
受
け
ら
れ
る
機
会
を
提
供
す
る
必
要
が
あ
る
の
で
は
な

い
か
と
思
わ
れ
ま
す
。
他
の
回
答
で
は
、「
損
す
る
可
能

性
が
あ
る
」
が
四
三
％
、「
ギ
ャ
ン
ブ
ル
の
よ
う
な
も

の
」
が
二
八
％
あ
り
、
こ
う
い
っ
た
方
々
に
は
、
リ
ス
ク

を
抑
え
る
た
め
の
基
本
で
あ
る
長
期
・
積
立
・
分
散
投
資

に
対
す
る
理
解
が
浸
透
し
て
い
な
い
の
か
な
と
思
い
ま
す
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（
図
表
７
）。

　

御
紹
介
の
よ
う
に
、
教
育
と
金
融
リ
テ
ラ
シ
ー
と
投
資

行
動
に
は
関
係
性
が
認
め
ら
れ
て
い
ま
す
の
で
、
資
産
所

得
の
分
配
を
受
け
ら
れ
て
い
な
い
、
機
会
損
失
を
被
っ
て

い
る
状
態
を
解
消
す
る
た
め
に
も
、
金
融
経
済
教
育
の
機

会
提
供
は
必
要
だ
と
言
え
ま
す
。
機
会
を
設
け
て
し
っ
か

り
説
明
し
、
理
解
し
て
も
ら
う
こ
と
で
、
マ
イ
ン
ド
の
変

化
が
生
ま
れ
る
の
で
は
な
い
か
と
思
っ
て
い
ま
す
。

　

証
券
投
資
を
行
わ
な
い
理
由
に
つ
い
て
は
、
金
融
庁
の

調
査
（「
リ
ス
ク
性
金
融
商
品
販
売
に
係
る
顧
客
意
識
調

査
結
果
」、
二
〇
二
一
年
）
で
も
分
析
さ
れ
て
お
り
、
第

一
位
は
「
余
裕
資
金
が
な
い
か
ら
」
が
五
六
・
七
％
、
第

二
位
「
資
産
運
用
に
関
す
る
知
識
が
な
い
か
ら
」
が
四

〇
・
四
％
と
同
じ
よ
う
な
結
果
に
な
っ
て
い
ま
す
。
ま

た
、
先
に
ご
紹
介
し
た
金
融
広
報
中
央
委
員
会
の
「
金
融

リ
テ
ラ
シ
ー
調
査
」（
二
〇
二
二
年
）
で
は
、「
生
活
設
計

や
家
計
管
理
等
の
『
金
融
教
育
』
は
、
学
校
で
行
う
べ
き

図表７
１（４）② 証券投資が必要とは思わない個人の割合

 金融資産を増やすために証券投資が必要とは思わない人は約７割存在している。しかし、その理由は
「知識がない」、「ギャンブルのようなもの」、「特に理由はない」等であった。

⇒金融経済教育（特に、小口からの長期・積立・分散投資の効果）を受けられる機会を提供する必要。

30.2%

5.9%

2.3%

25.5%

43.7%

28.2%

27.9%

20.6%

金融や投資に関する知識を持っていない

周りに証券投資をしている人がいない

将来・老後の生活資金は十分持っている

特に理由はない

損する可能性がある

ギャンブルのようなもの

価格の変動に神経を使うのが嫌

証券投資をするためのまとまった資金がない

あなたは、金融資産を増やすために、
証券投資（株式・投資信託・公社債への投資）が

必要だと思いますか。
（n＝7,000）

必要とは

思わない

68.9%

必要だと

思う

30.9%

必要と思わない理由は何ですか。
（複数回答・一部抜粋）（n＝4,825）

日本証券業協会「証券投資に関する全国調査（2021年度）」

小
口
か
ら
の
長
期
・
積
立

・
分
散
投
資
の
効
果
の

周
知
が
必
要

金
融
経
済
教
育
を
受
け
ら
れ

る
機
会
を
提
供
す
る
必
要

〔出所〕�　日本証券業協会
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と
思
い
ま
す
か
」
と
い
う
問
に
対
し
、「
行
う
べ
き
」
と

回
答
し
た
者
は
七
一
・
八
％
と
、
教
育
を
求
め
る
声
が
大

き
い
こ
と
が
わ
か
り
ま
す
。

　

先
ほ
ど
の
「
証
券
投
資
に
関
す
る
全
国
調
査
」（
二
〇

二
一
年
）
で
は
、「
長
期
投
資
・
積
立
投
資
・
分
散
投
資

が
リ
ス
ク
を
減
ら
す
の
に
有
効
と
認
知
し
て
い
る
」
は
一

四
・
八
％
、「
聞
い
た
こ
と
が
あ
る
が
詳
し
く
は
知
ら
な

い
」
は
二
五
・
五
％
で
、
合
計
四
割
が
長
期
投
資
や
分
散

投
資
等
の
リ
ス
ク
抑
制
効
果
を
認
識
し
て
い
ま
す
。
長

期
・
積
立
・
分
散
の
効
果
は
き
ち
ん
と
理
解
し
た
上
で
、

そ
の
後
の
判
断
、
行
動
に
つ
な
げ
る
べ
き
で
あ
り
ま
す

し
、
そ
う
い
う
意
味
で
も
正
し
い
知
識
の
普
及
は
ま
だ
ま

だ
不
足
し
て
い
る
状
態
な
の
で
は
な
い
か
と
思
い
ま
す
。

二�

、
金
融
経
済
教
育
に
関
す
る

国
際
的
な
動
向

　

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
は
、
二
〇
〇
五
年
に
金
融
教
育
を
定
義
し
、

「
金
融
商
品
、
概
念
及
び
リ
ス
ク
に
関
す
る
理
解
を
深

め
、（
金
融
に
関
す
る
）
リ
ス
ク
と
取
引
・
収
益
機
会
を

認
識
し
、
情
報
に
基
づ
く
意
思
決
定
を
行
い
、
効
果
的
な

行
動
を
と
る
た
め
の
技
術
と
自
信
を
身
に
つ
け
る
プ
ロ
セ

ス
」
と
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
後
の
二
〇
一
二
年
六
月
に

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
／
Ｉ
Ｎ
Ｆ
Ｅ
（
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
が
組
成
し
た
金
融
教

育
に
関
す
る
国
際
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
）
で
作
成
、
公
表
さ
れ

た
「
金
融
教
育
の
た
め
の
国
家
戦
略
に
関
す
る
ハ
イ
レ
ベ

ル
原
則
」
で
は
、
金
融
危
機
を
受
け
た
金
融
教
育
の
必
要

性
や
、
金
融
教
育
の
た
め
の
国
家
戦
略
の
重
要
性
が
提
唱

さ
れ
て
い
ま
す
。
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ご
承
知
の
と
お
り
サ
ブ
プ
ラ
イ
ム
ロ
ー
ン
問
題
が
顕
在

化
し
た
際
に
は
世
界
的
規
模
で
金
融
市
場
の
混
乱
が
見
ら

れ
ま
し
た
。
こ
の
反
省
と
し
て
、
金
融
リ
テ
ラ
シ
ー
が
低

い
こ
と
が
問
題
だ
、
そ
れ
が
金
融
危
機
の
影
響
を
深
刻
化

さ
せ
た
と
言
わ
れ
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。
金
融
教
育
に

よ
り
個
人
の
金
融
行
動
が
改
善
さ
れ
、
健
全
・
公
正
な
金

融
市
場
が
生
ま
れ
る
と
い
う
ロ
ジ
ッ
ク
で
す
。

　

米
国
で
は
、
二
〇
〇
三
年
に
Ｆ
Ｌ
Ｅ
Ｃ
（
金
融
リ
テ
ラ

シ
―
教
育
委
員
会
）
と
い
う
国
家
機
関
が
設
立
さ
れ
、
金

融
リ
テ
ラ
シ
ー
向
上
の
た
め
の
国
家
戦
略
を
策
定
す
る
な

ど
の
役
割
を
果
た
し
て
い
ま
す
。

　

英
国
は
、
二
〇
〇
三
年
に
金
融
監
督
機
関
で
あ
る
Ｆ
Ｓ

Ａ
が
公
衆
の
金
融
に
関
す
る
理
解
不
足
や
自
信
の
な
さ
を

問
題
視
し
、
金
融
教
育
と
適
切
な
情
報
、
一
般
的
な
ア
ド

バ
イ
ス
の
提
供
を
達
成
す
る
戦
略
作
成
に
着
手
す
る
こ
と

を
宣
言
。
そ
の
後
、
二
〇
〇
六
年
に
金
融
能
力
国
家
戦
略

を
公
表
し
て
い
ま
す
。
こ
ち
ら
も
米
国
と
同
じ
く
国
家
戦

略
で
す
。

　

二
〇
一
〇
年
代
の
中
ご
ろ
に
な
る
と
、
こ
の
国
家
戦
略

は
消
費
者
金
融
教
育
を
主
導
す
る
独
立
機
関
で
あ
る
Ｍ
Ａ

Ｓ
（M

oney�A
dvice�Service

）
が
引
き
継
い
だ
形
で
、

二
〇
一
五
年
に
新
た
な
国
家
戦
略
の
公
表
に
至
っ
て
い
ま

す
。

　

二
〇
一
〇
年
代
後
半
は
、
二
〇
一
九
年
四
月
か
ら
同
年

六
月
に
か
け
て
、
新
た
な
団
体
、
Ｍ
ａ
Ｐ
Ｓ
（M

oney�

and�Pensions�service

）
と
し
て
出
発
し
ま
す
。

　

英
国
で
は
、
金
融
・
年
金
関
連
の
情
報
・
ガ
イ
ダ
ン

ス
・
ア
ド
バ
イ
ス
の
提
供
を
担
う
公
共
機
関
、
Ｍ
ａ
Ｐ
Ｓ

が
、
二
〇
二
〇
年
一
月
に
フ
ァ
イ
ナ
ン
シ
ャ
ル
・
ウ
ェ
ル

ビ
ー
イ
ン
グ
の
国
家
戦
略
を
策
定
し
ま
し
た
。
Ｆ
Ｓ
Ａ
か

ら
始
ま
っ
て
幾
つ
か
の
独
立
機
関
に
よ
る
先
導
、
活
動
を

経
て
、
現
在
の
Ｍ
ａ
Ｐ
Ｓ
と
い
う
形
に
落
ち
着
い
て
い
ま

す
。
Ｍ
ａ
Ｐ
Ｓ
は
、
全
て
の
国
民
が
生
涯
を
通
じ
て
金
融

や
年
金
に
関
す
る
正
し
い
判
断
に
必
要
な
情
報
に
ア
ク
セ
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ス
で
き
る
こ
と
を
保
証
す
る
こ
と
な
ど
を
ミ
ッ
シ
ョ
ン
と

し
て
掲
げ
て
お
り
、
様
々
な
資
源
を
動
員
で
き
る
体
制
を

構
築
し
て
い
る
中
心
的
な
役
割
を
担
う
機
関
で
す
。

　

ま
た
、
Ｍ
ａ
Ｐ
Ｓ
は
、
①
年
金
ガ
イ
ダ
ン
ス
機
能
、
②

債
務
ア
ド
バ
イ
ス
機
能
、
③
マ
ネ
ー
・
ガ
イ
ダ
ン
ス
機

能
、
④
消
費
者
保
護
機
能
と
⑤
国
家
戦
略
機
能
を
担
う
と

さ
れ
て
い
ま
す
。
こ
の
国
家
戦
略
で
は
、
重
要
テ
ー
マ
と

し
て
「
金
融
の
基
礎
」、「
貯
蓄
す
る
国
民
」、「
融
資
の
活

用
と
管
理
」、「
債
務
ア
ド
バ
イ
ス
の
強
化
」、「
未
来
志

向
」
を
掲
げ
、
達
成
す
べ
き
事
項
や
対
象
者
の
属
性
、
数

値
目
標
を
提
示
す
る
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
フ
ァ
イ
ナ
ン
シ
ャ
ル
・
ウ
ェ
ル
ビ
ー
イ
ン
グ
に

つ
い
て
は
、「
お
金
に
つ
い
て
安
心
し
て
お
り
、
管
理
で

き
て
い
る
」、「
自
信
が
あ
り
能
力
が
あ
る
」
と
い
う
定
義

が
な
さ
れ
て
い
ま
す
。

三�

、
日
本
に
お
け
る
金
融
経
済
教
育
の

位
置
付
け

　

一
〇
年
以
上
前
、
第
二
次
安
倍
政
権
が
発
足
し
た
こ
ろ

課
題
と
さ
れ
て
い
た
、
デ
フ
レ
脱
却
、
資
産
形
成
と
成
長

資
金
の
供
給
の
両
立
へ
向
け
た
政
策
対
応
の
必
要
性
な
ど

は
、
資
産
所
得
倍
増
プ
ラ
ン
の
原
型
と
も
言
え
ま
す
。

　

当
時
の
金
融
環
境
の
変
化
と
し
て
、
金
融
商
品
の
多
様

化
・
複
雑
化
、
金
融
を
め
ぐ
る
ト
ラ
ブ
ル
の
増
加
、
確
定

拠
出
年
金
制
度
の
普
及
、
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
の
ス
タ
ー
ト
な
ど
が

挙
げ
ら
れ
ま
す
。
そ
れ
ま
で
、
悪
い
言
い
方
を
す
れ
ば
、

放
っ
て
お
い
て
も
あ
る
程
度
の
お
金
が
入
っ
て
く
る
と
い

う
時
代
か
ら
、
個
人
の
資
産
形
成
に
お
い
て
自
ら
の
判

断
、
責
任
が
求
め
ら
れ
る
時
代
、
何
も
し
な
い
と
恩
恵
を

受
け
ら
れ
な
い
時
代
に
な
り
ま
し
た
。
自
ら
の
判
断
の
た

め
に
は
、
知
識
や
行
動
力
と
い
っ
た
金
融
リ
テ
ラ
シ
ー
が
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求
め
ら
れ
る
時
代
で
す
。

　

二
〇
一
三
年
一
月
の
「
日
本
経
済
再
生
に
向
け
た
緊
急

経
済
対
策
」
を
振
り
考
え
る
と
、「
我
が
国
の
巨
額
の
金

融
資
産
か
ら
の
成
長
分
野
へ
の
資
金
供
給
と
安
定
的
な
資

産
形
成
の
両
立
を
図
る
と
と
も
に
（
中
略
）
市
場
の
利
便

性
向
上
・
国
際
競
争
力
の
向
上
等
を
通
じ
た
金
融
資
本
市

場
の
活
性
化
等
に
取
り
組
む
」、
さ
ら
に
「
金
融
経
済
教

育
の
推
進
」、「
家
計
の
安
定
的
な
資
産
形
成
を
支
援
す
る

と
と
も
に
、
経
済
成
長
に
必
要
な
成
長
資
金
の
供
給
を
拡

大
し
デ
フ
レ
脱
却
を
後
押
し
す
る
観
点
か
ら
の
、
日
本
版

Ｉ
Ｓ
Ａ
の
拡
充
及
び
金
融
所
得
課
税
の
一
体
化
」
と
い
っ

た
言
葉
が
入
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
デ
フ
レ
脱
却
、
資
産
形

成
、
成
長
資
金
供
給
、
金
融
リ
テ
ラ
シ
ー
と
い
う
の
は
、

長
年
に
わ
た
り
セ
ッ
ト
に
な
っ
て
使
わ
れ
て
き
ま
し
た
。

　
（
図
表
８
）
は
、
二
〇
一
二
年
か
ら
二
〇
一
五
年
ご
ろ

の
「（
二
）
金
融
リ
テ
ラ
シ
ー
・
マ
ッ
プ
」
の
作
成
等
に

関
す
る
流
れ
で
す
。
金
融
危
機
を
受
け
た
国
際
的
な
議

図表８

2-2 我が国における議論：
日本での金融経済教育に関する議論の概要

「学校における金融教育推進のため
の懇談会」設置

(金融広報中央委員会平成26年6月)

金融危機を受けた国際的な議論
金融リテラシーの向上、金融経済教育の推進

金融リテラシーの必要性の高まり
・デフレ脱却、成長と分配の好循環に向けた政策対応
・金融環境の変化（金融商品の多様化・複雑化）
・日本経済再生緊急経済対策（平成25年1月）

平成24年11月、金融庁  「金融経済教育研究会」設置→平成25年4月報告書

• 金融経済教育の意義・目的
①生活スキル、②健全で質の高い金融商品の供給を促す、③家計金融資産の有効活用

• 最低限習得すべき金融リテラシー(4分野・15項目)
• 金融経済教育の推進体制→「金融経済教育推進会議（仮称）」の設置

「金融経済教育推進会議」設置
(金融広報中央委員会平成25年6月)

「金融経済教育を推進する研究会」
発足

(平成25年4月)

「金融リテラシー・マップ」(平成25年6
月公表、令和5年6月最終改訂)作成
→ 「最低限身に付けるべき金融リテ
ラシ－」の内容を、年齢層別、体系
的、具体的に記したもの。

金融教育に関する有識者の助言を目的に
設置
→ 平成27年3月「金融教育プログラム」（生
成19年2月発行）の「年齢層別の金融教
育内容」を全面改訂（「学校における金融
教育の年齢層別目標」公表）

教育と金融の専門家で構成。金融経済教育の推
進・充実について検討（事務局は日証協）。
→ 平成27年9月中・高等学校での金融経済教育
に関する要望書を提出（文科省）
① 学習指導要領の改訂  イ)金融を通じて社会
の発展に寄与する態度を育む、ロ)経済的に
自立した生活を営むため、金融を活用できる
能力を身に付ける

② 教育現場に関する要望(授業時間の確保等)

３（２）金融リテラシーマップの作成等（2012（平成24）～2015（平成27）年頃）
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論
、
金
融
リ
テ
ラ
シ
ー
の
必
要
性
の
高
ま
り
は
こ
れ
ま
で

の
御
説
明
の
と
お
り
で
す
が
、
国
内
外
で
は
そ
れ
ぞ
れ
の

事
情
が
あ
り
、
我
が
国
で
は
平
成
二
四
年
一
一
月
、
金
融

庁
に
日
本
の
金
融
経
済
教
育
の
今
後
の
あ
り
方
に
つ
い
て

検
討
を
行
う
「
金
融
経
済
教
育
研
究
会
」
が
設
置
さ
れ
、

数
度
に
わ
た
る
会
合
を
経
て
、
翌
平
成
二
五
年
四
月
に
報

告
書
が
取
り
ま
と
め
ら
れ
ま
し
た
。

　

そ
の
中
で
は
、
金
融
経
済
教
育
の
意
義
・
目
的
と
し

て
、
①
生
活
ス
キ
ル
、
②
健
全
で
質
の
高
い
金
融
商
品
の

供
給
を
促
す
、
③
家
計
金
融
資
産
の
有
効
活
用
が
示
さ
れ

て
い
ま
す
。
一
つ
目
の
生
活
ス
キ
ル
に
つ
い
て
は
、
生
活

設
計
を
習
慣
化
し
、
金
融
商
品
に
関
す
る
知
識
、
判
断
力

を
し
っ
か
り
持
っ
て
生
活
す
る
力
を
向
上
す
べ
き
と
い
う

考
え
で
す
。

　

二
点
目
の
健
全
で
質
の
高
い
金
融
商
品
の
供
給
を
促
す

こ
と
は
、
金
融
商
品
の
仕
組
み
、
リ
ス
ク
が
複
雑
化
し
て

い
る
中
、
金
融
機
関
等
の
販
売
サ
イ
ド
へ
の
規
制
に
は
限

界
が
あ
る
の
で
、
利
用
者
サ
イ
ド
の
金
融
リ
テ
ラ
シ
ー
の

向
上
に
よ
っ
て
、
選
別
の
目
や
要
求
水
準
が
上
が
っ
て
く

れ
ば
、
結
果
と
し
て
よ
い
金
融
商
品
が
普
及
す
る
だ
ろ
う

と
い
う
こ
と
で
す
。

　

三
点
目
の
家
計
金
融
資
産
の
有
効
活
用
は
字
の
ご
と
く

で
す
が
、
投
資
は
投
資
対
象
や
時
期
を
分
散
さ
せ
る
と
中

長
期
的
に
安
定
的
な
リ
タ
ー
ン
を
得
ら
れ
る
と
さ
れ
て
い

る
と
こ
ろ
、
家
計
金
融
資
産
の
過
半
が
現
預
金
の
状
態
で

あ
っ
て
、
そ
の
背
景
の
一
つ
は
分
散
投
資
や
長
期
投
資
の

メ
リ
ッ
ト
に
つ
い
て
の
理
解
が
十
分
で
な
い
と
い
う
こ

と
。
金
融
経
済
教
育
を
行
う
意
義
は
、
こ
れ
ら
の
問
題
点

を
解
消
す
る
こ
と
に
あ
る
と
さ
れ
た
わ
け
で
す
。

　

さ
ら
に
、
金
融
経
済
教
育
を
推
進
す
る
体
制
と
し
て
、

「
金
融
経
済
教
育
推
進
会
議
（
仮
称
）」
を
設
置
す
べ
き
と

さ
れ
ま
し
た
。
こ
の
報
告
を
受
け
金
融
広
報
中
央
委
員
会

が
事
務
局
を
務
め
る
金
融
経
済
教
育
推
進
会
議
が
平
成
二

五
年
六
月
に
設
置
さ
れ
、「
金
融
リ
テ
ラ
シ
ー
・
マ
ッ
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プ
」
が
公
表
さ
れ
ま
す
。

　

ま
た
、
金
融
広
報
中
央
委
員
会
に
「
学
校
に
お
け
る
金

融
教
育
推
進
の
た
め
の
懇
談
会
」
が
平
成
二
六
年
六
月
に

設
置
さ
れ
ま
し
た
。
こ
こ
で
は
、
学
校
教
育
に
向
け
た

「
金
融
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
が
取
り
ま
と
め
ら
れ
ま
し
た
。

　

そ
し
て
、「
金
融
経
済
教
育
を
推
進
す
る
研
究
会
」
が

平
成
二
五
年
四
月
に
発
足
し
ま
す
。
こ
の
研
究
会
は
本
協

会
が
事
務
局
を
務
め
ま
す
が
、
子
ど
も
た
ち
が
経
済
の
仕

組
み
を
理
解
し
、
合
理
的
な
判
断
に
基
づ
く
意
思
決
定
が

で
き
る
よ
う
支
援
な
ど
を
し
て
い
ま
す
。

　

続
い
て
、（
三
）
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
の
普
及
と
金
融
リ
テ
ラ

シ
ー
向
上
の
一
体
的
推
進
、
二
〇
一
四
年
（
平
成
二
六

年
）
か
ら
の
動
き
を
ご
紹
介
し
ま
す
。

　
「
日
本
再
興
戦
略
改
訂
二
〇
一
四
」
で
は
、「
豊
富
な
個

人
金
融
資
産
が
成
長
マ
ネ
ー
に
向
か
う
循
環
を
確
立
す
る

た
め
、
―
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
の
普
及
促
進
に
向
け
、
制
度
の
趣
旨

や
利
用
者
の
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
た
施
策
の
推
進
や
金
融
経

済
教
育
の
充
実
等
に
よ
り
投
資
家
の
裾
野
拡
大
を
図
る
」

と
、
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
の
普
及
と
金
融
リ
テ
ラ
シ
ー
の
向
上
は
一

体
の
も
の
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
そ
し
て
、
二
〇
一
八
年
に

つ
み
た
て
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
が
始
ま
っ
た
際
、
そ
れ
以
降
も
Ｎ
Ｉ

Ｓ
Ａ
制
度
の
普
及
と
一
体
的
に
金
融
リ
テ
ラ
シ
ー
向
上
の

た
め
の
施
策
を
行
っ
て
い
く
な
ど
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

成
長
戦
略
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
（
二
〇
一
九
）
で
は
、

「
国
民
一
人
一
人
が
安
定
的
な
資
産
形
成
を
実
現
す
る
た

め
、
教
育
現
場
を
含
む
関
係
者
と
連
携
し
な
が
ら
、
金
融

リ
テ
ラ
シ
ー
向
上
に
向
け
た
取
組
を
進
め
る
と
と
も
に
、

Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
制
度
の
普
及
及
び
そ
の
改
善
に
向
け
た
検
討
を

行
う
。
特
に
つ
み
た
て
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
に
つ
い
て
は
、
長
期
・

積
立
・
分
散
投
資
の
定
着
及
び
投
資
経
験
を
通
じ
た
金
融

リ
テ
ラ
シ
ー
向
上
に
も
資
す
る
こ
と
か
ら
、
積
極
的
に
普

及
を
推
し
進
め
て
い
く
」
と
さ
れ
て
い
ま
し
て
、
二
〇
二

〇
年
の
成
長
戦
略
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
を
見
て
も
、
こ
れ
ま

で
と
同
じ
こ
と
が
言
わ
れ
て
い
ま
す
。
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四
、
金
融
経
済
教
育
の
実
施
状
況

　

ま
ず
、（
一
）
金
融
広
報
中
央
委
員
会
に
よ
る
業
態
横

断
的
な
取
組
み
に
つ
い
て
で
す
。

　

現
行
の
金
融
経
済
教
育
の
制
度
的
枠
組
み
は
、
消
費
者

教
育
推
進
法
に
お
い
て
、
金
融
経
済
教
育
は
消
費
者
教
育

の
中
に
位
置
づ
け
が
さ
れ
て
い
ま
す
。
金
融
商
品
・
サ
ー

ビ
ス
も
、
消
費
者
が
選
択
、
契
約
、
購
入
す
る
も
の
の
一

種
で
あ
る
た
め
、
重
な
り
が
あ
る
と
い
う
こ
と
か
と
思
い

ま
す
。
消
費
者
基
本
計
画
工
程
表
で
は
、「
各
個
人
が
生

涯
に
わ
た
り
、
そ
の
ニ
ー
ズ
に
見
合
う
金
融
サ
ー
ビ
ス
を

適
切
に
選
択
で
き
る
よ
う
、
金
融
経
済
教
育
推
進
会
議
を

通
じ
、
業
態
横
断
的
に
取
組
を
進
め
る
」
と
さ
れ
て
い
ま

す
。
な
お
、
消
費
者
教
育
推
進
法
で
は
、
第
八
条
に
財
政

上
の
措
置
が
あ
り
、
第
九
条
で
は
基
本
方
針
、
国
・
地
方

に
は
努
力
義
務
、
事
業
者
・
事
業
者
団
体
に
も
努
力
義
務

が
規
定
さ
れ
て
い
ま
す
。
後
ほ
ど
ご
紹
介
す
る
「
金
融

サ
ー
ビ
ス
の
提
供
お
よ
び
利
用
環
境
の
整
備
等
に
関
す
る

法
律
」
の
改
正
に
関
し
、
金
融
経
済
教
育
の
推
進
に
係
る

条
文
構
成
の
原
型
は
消
費
者
教
育
推
進
法
で
あ
る
と
言
え

ま
す
。

　

日
本
銀
行
情
報
サ
ー
ビ
ス
局
が
事
務
局
を
務
め
る
金
融

広
報
中
央
委
員
会
は
、
都
道
府
県
金
融
広
報
委
員
会
に
つ

な
が
っ
て
い
て
、
こ
れ
ら
が
金
融
庁
、
文
部
科
学
省
、
消

費
者
庁
、
地
方
自
治
体
と
相
互
に
連
携
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
金
融
広
報
中
央
委
員
会
が
運
営
す
る
金
融
経
済

教
育
推
進
会
議
で
は
、
金
融
リ
テ
ラ
シ
ー
に
関
す
る
ｅ

ラ
ー
ニ
ン
グ
講
座
「
マ
ネ
ビ
タ
」
を
開
講
し
て
い
ま
す
。

対
象
は
、
主
と
し
て
大
学
生
・
若
手
社
会
人
で
す
。
金
融

リ
テ
ラ
シ
ー
に
関
す
る
基
本
的
な
事
項
を
網
羅
し
た
六
分

野
・
一
六
テ
ー
マ
で
、
一
回
の
講
義
は
一
〇
分
か
ら
一
五

分
程
度
で
構
成
さ
れ
て
い
ま
す
。「
マ
ネ
ビ
タ
」
の
中

で
、
本
協
会
は
、「
お
金
を
増
や
す
」
分
野
の
「
資
産
運
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用
～
始
め
る
前
に
～
」、「
投
資
リ
ス
ク
の
管
理
（
リ
ス
ク

の
軽
減
）」、「
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
・
確
定
拠
出
年
金
」
を
、
東
京

証
券
取
引
所
、
投
資
信
託
協
会
、
金
融
庁
、
厚
生
労
働
省

と
と
も
に
提
供
し
て
い
ま
す
。

　

こ
の
ほ
か
の
分
野
で
は
、「
ラ
イ
フ
プ
ラ
ン
を
描
く
」

を
日
本
Ｆ
Ｐ
協
会
、「
お
金
を
借
り
る
」
を
全
国
銀
行
協

会
、「
リ
ス
ク
に
備
え
る
」
を
生
命
保
険
文
化
セ
ン
タ
ー

と
日
本
損
害
保
険
協
会
、
と
い
っ
た
形
で
そ
れ
ぞ
れ
参
画

し
て
お
り
、
複
数
の
団
体
や
省
庁
が
一
体
と
な
っ
て
、
主

に
大
学
生
、
若
手
社
会
人
向
け
に
教
育
を
提
供
す
る
場
に

な
っ
て
い
ま
す
。

　

さ
ら
に
、
関
係
者
が
連
携
し
て
一
体
と
な
っ
た
金
融
経

済
教
育
の
機
会
提
供
の
場
と
し
て
、
大
学
生
向
け
の
出
前

講
座
も
実
施
し
て
い
ま
す
。
こ
ち
ら
も
「
マ
ネ
ビ
タ
」
と

同
じ
よ
う
に
「
金
融
リ
テ
ラ
シ
ー
・
マ
ッ
プ
」
を
踏
ま
え

た
テ
ー
マ
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

続
き
ま
し
て
、（
二
）
本
協
会
の
金
融
経
済
教
育
活
動

を
御
説
明
し
ま
す
。
本
協
会
の
活
動
は
、
金
融
商
品
取
引

法
に
根
拠
が
あ
り
ま
す
。
金
融
商
品
取
引
法
第
七
七
条
の

四
、「
認
可
協
会
に
よ
る
普
及
活
動
等
」
と
し
て
「
認
可

協
会
は
、
金
融
に
係
る
知
識
の
普
及
、
啓
発
活
動
及
び
広

報
活
動
を
通
じ
て
、
金
融
商
品
取
引
業
の
健
全
な
発
展
及

び
投
資
者
の
保
護
の
促
進
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」

と
さ
れ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
本
協
会
の
定
款
第
七
条
で
は

「
業
務
」
を
定
め
て
お
り
、
第
一
項
第
一
三
号
で
「
金
融

商
品
及
び
金
融
指
標
並
び
に
金
融
商
品
市
場
に
関
す
る
知

識
の
普
及
及
び
啓
発
並
び
に
広
報
を
図
る
こ
と
」
と
し
て

い
ま
す
。

　

社
会
人
向
け
の
具
体
的
な
活
動
で
す
が
、
ま
ず
、
ウ
ェ

ブ
コ
ン
テ
ン
ツ
は
、
ウ
エ
ブ
サ
イ
ト
「
投
資
の
時
間
」
を

提
供
し
て
い
ま
す
。
一
年
で
三
五
四
万
人
の
ユ
ニ
ー
ク

ユ
ー
ザ
ー
を
抱
え
る
に
至
っ
て
い
ま
す
。

　

セ
ミ
ナ
ー
開
催
で
は
、
投
資
未
経
験
者
、
初
心
者
向
け

の
証
券
知
識
の
普
及
啓
発
を
図
る
た
め
、
証
券
投
資
を
初
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歩
か
ら
学
ぶ
こ
と
が
で
き
る
「
は
じ
め
て
の
資
産
運
用
講

座
」
な
ど
各
種
セ
ミ
ナ
ー
、
ま
た
子
ど
も
と
そ
の
保
護
者

を
対
象
と
し
た
親
子
向
け
セ
ミ
ナ
ー
な
ど
も
行
っ
て
い
ま

す
。
セ
ミ
ナ
ー
の
中
に
は
、「
連
携
事
業
に
よ
る
セ
ミ

ナ
ー
等
」
と
あ
り
ま
す
が
、
全
国
銀
行
協
会
、
東
京
商
工

会
議
所
、
経
済
広
報
セ
ン
タ
ー
と
協
力
し
て
、「
学
校
の

先
生
の
た
め
の
家
計
管
理
・
資
産
形
成
セ
ミ
ナ
ー
」
や
、

職
域
を
タ
ー
ゲ
ッ
ト
に
従
業
員
の
フ
ァ
イ
ナ
ン
シ
ャ
ル
・

ウ
ェ
ル
ネ
ス
を
支
援
す
る
取
り
組
み
の
必
要
性
を
テ
ー
マ

と
し
た
セ
ミ
ナ
ー
な
ど
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

　

講
師
派
遣
で
は
、
官
公
庁
、
民
間
企
業
、
公
民
館
、
図

書
館
な
ど
、
声
を
か
け
て
い
た
だ
い
た
と
こ
ろ
に
出
向

く
、
も
し
く
は
オ
ン
ラ
イ
ン
で
講
義
を
行
っ
て
い
ま
す
。

そ
の
他
、
冊
子
の
制
作
・
提
供
も
行
っ
て
い
ま
す
。

　

次
に
学
校
向
け
の
事
業
で
す
。
体
験
型
副
教
材
等
の
制

作
・
提
供
と
し
て
、
株
式
会
社
制
度
、
直
接
金
融
、
投
資

の
意
義
、
金
融
商
品
の
特
徴
、
資
産
形
成
な
ど
の
内
容
に

つ
い
て
、
学
習
の
効
果
を
高
め
る
た
め
、
生
徒
が
体
験
的

に
学
ん
だ
り
、
動
画
を
見
た
り
、
自
分
の
考
え
を
ま
と
め

た
り
す
る
こ
と
が
で
き
る
副
教
材
を
無
償
で
提
供
し
て
い

ま
す
。

　

教
員
・
学
校
向
け
の
情
報
発
信
と
し
て
は
、
先
生
向
け

の
セ
ミ
ナ
ー
や
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
「
金
融
経
済
ナ
ビ
」
に
お

い
て
、
授
業
で
使
え
る
短
編
動
画
の
公
開
な
ど
を
行
っ
て

い
ま
す
。
学
校
向
け
講
師
派
遣
で
は
、
文
部
科
学
省
が
推

進
す
る
土
曜
学
習
応
援
団
運
動
に
賛
同
す
る
形
で
全
国
の

小
中
高
の
土
曜
授
業
な
ど
に
講
師
派
遣
を
行
っ
て
い
ま

す
。

　

支
援
・
連
携
で
は
、
先
ほ
ど
ご
紹
介
し
ま
し
た
金
融
経

済
教
育
を
推
進
す
る
研
究
会
の
事
務
局
と
し
て
協
力
な
ど

を
し
て
い
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
に
、
本
協
会
単
独
で
行
う
活
動
も
あ
れ
ば
、

他
団
体
と
連
携
し
て
行
っ
て
い
る
も
の
も
あ
り
ま
す
。
こ

こ
で
い
う
連
携
と
は
証
券
知
識
普
及
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
こ
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と
で
、
本
協
会
の
ほ
か
に
各
取
引
所
（
日
本
取
引
所
グ

ル
ー
プ
、
東
京
証
券
取
引
所
、
大
阪
取
引
所
、
名
古
屋
証

券
取
引
所
、
札
幌
証
券
取
引
所
、
福
岡
証
券
取
引
所
）
及

び
投
資
信
託
協
会
が
メ
ン
バ
ー
に
な
っ
て
お
り
、
学
校
向

け
事
業
、
社
会
人
向
け
事
業
を
連
携
し
て
行
っ
て
い
ま
す

（
図
表
９
）。

　

ま
た
、
全
国
銀
行
協
会
と
の
間
で
も
、
講
師
人
材
の
共

同
利
用
な
ど
の
連
携
を
行
っ
て
い
ま
す
。
こ
ち
ら
の
連
携

に
関
し
ま
し
て
は
、
金
融
リ
テ
ラ
シ
ー
の
向
上
は
大
事
で

あ
る
も
の
の
教
育
を
受
け
た
と
い
う
人
は
わ
ず
か
し
か
い

な
い
と
い
う
問
題
意
識
が
原
点
と
な
り
、
二
〇
二
一
年
一

二
月
に
Ｍ
Ｏ
Ｕ
を
結
び
ま
し
た
。
内
容
は
、
金
融
経
済
教

育
に
お
け
る
講
師
人
材
の
共
同
プ
ー
ル
の
運
営
、
講
師
の

質
の
管
理
・
向
上
、
共
同
コ
ン
テ
ン
ツ
の
活
用
、
共
催
セ

ミ
ナ
ー
の
実
施
と
な
っ
て
い
ま
す
（
図
表
10
）。

　

金
融
広
報
中
央
委
員
会
の
公
表
資
料
に
よ
れ
ば
、
金
融

経
済
教
育
推
進
会
議
関
係
団
体
と
し
て
、
本
協
会
の
ほ

図表９
４（２） ③他団体との連携による金融経済教育の取組み（概要）

資産形成教育の取組みは、各金融団体が単独で実施しているほか、団体間で連携して実施

「証券知識普及プロジェクト」による連携（2001.2～）

名 証

札 証

福 証

ＪＰＸ

東 証

大阪取
投信協

日証協

【学校向け事業】
➣ 副教材の制作・提供
➣ 教員向けポータルサイトの構築・運用
➣ 教員向け各種コンテンツ・情報提供
➣ PRポスター提供等（証券業界による学校におけ
る金融経済教育支援）

【社会人向け事業】
➣ 職域セミナーの開催
➣ 社会人向け共同ポータルサイトの構築・運用
➣ 職域等向け共同講師派遣

参画

全銀協
【主な事業】
➣ 講師人材の増員・共同利用（学校
向け・社会人向け）

➣ 共同コンテンツ制作（社会人向け）
➣ 職域セミナー等共催（社会人向け）

MOUによる連携（2021.12.27～）

【日証協 金融・証券教育支援委員会】
➣ 会員（証券会社）、特別会員（銀行等）
、有識者（東証、投信協）、公益（学識経
験者等）で構成

➣ 日証協の単独事業のほか、連携事業につい
ても協議

参画（会長行）

【単独事業】
➣ Web事業
➣ セミナー事業
➣ 講師派遣事業
➣ 教員支援事業

証券知識普及プロジェクトマスコットキャラクター
「とうしくん」
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か
、
金
融
団
体
の
数
字
を
合
わ
せ
る
と
、
例
え
ば
講
師
派

遣
は
五
〇
〇
〇
か
ら
六
〇
〇
〇
回
が
実
施
さ
れ
て
い
ま

す
。

　
（
三
）
の
証
券
会
社
に
よ
る
金
融
経
済
教
育
活
動
に
つ

い
て
は
、
本
協
会
が
実
施
し
た
ア
ン
ケ
ー
ト
に
よ
れ
ば
、

日
本
に
あ
る
証
券
会
社
全
体
の
数
字
で
は
な
い
も
の
の
、

回
答
の
あ
っ
た
一
五
二
社
中
、
二
〇
二
二
年
度
（
二
〇
二

二
年
四
月
～
二
〇
二
三
年
三
月
）
に
教
育
に
関
す
る
取
り

組
み
を
行
っ
た
会
員
は
六
七
社
で
、
出
張
講
座
は
八
九
九

回
、
六
万
六
〇
〇
〇
人
と
い
っ
た
数
字
に
な
っ
て
い
ま

す
。五

、
こ
れ
ま
で
に
見
え
て
い
る
課
題

㈠　

Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
と
金
融
リ
テ
ラ
シ
ー
に
関
す
る
学
術
研
究

　

二
〇
一
四
年
に
ス
タ
ー
ト
し
た
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
で
す
が
、
名

古
屋
学
院
大
学
の
上
山
先
生
が
な
さ
れ
た
研
究
（
図
表

図表10
４（２） ④全国銀行協会との連携（MOU）

MOUの締結（2021年12月27日）

 我が国が超高齢社会を迎えた中、多様化するライフプランに応じた生活資金の確保に向け、個々人が安定的な貯蓄や資

産形成に取り組むために、若いうちから「生活スキル」としての金融リテラシーを向上させていく必要がある。一方で、資産

形成の教育を受けたことがあると明確に答えた人の割合はわずか6.4％に留まる。

 成年年齢引下げ（2022年4月）、金融教育に関する記載が拡充した新学習指導要領の開始（中学は2021年4月、高校は

2022年4月から）など、若年層を取り巻く環境が変化している。

社会背景・課題

日証協・全銀協でMOU締結
～2021年12月27日～

 金融経済教育における講師人材の共同プールの運営

日証協の「金融・証券インストラクター制度」を全銀協にも導入。両協会に登録したインストラクター（2022年12月時点で
97名）を共同で活用する体制を構築

 講師の質の管理・向上
講義の際に必要となる法令、税制改正等の情報、講師として必要な技術に関する情報の提供を継続的に実施

 共同コンテンツの活用
• 家計管理から資産形成までを網羅した共同コンテンツを、共同セミナーにおいて活用

 共催セミナーの実施
• 「教員」をターゲットとしたセミナー、「職域」をターゲットとしたセミナーをそれぞれ継続的に実施

連携・協力事項、活動状況
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11
）
に
よ
る
と
、
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
を
き
っ
か
け
に
投
資
を
始
め

た
者
の
金
融
知
識
は
、
既
存
投
資
家
と
投
資
未
経
者
の
中

間
で
あ
っ
て
、
金
融
知
識
の
中
間
層
に
働
き
か
け
た
と
い

う
点
で
、
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
は
投
資
家
の
裾
野
拡
大
に
寄
与
し
た

と
言
え
る
と
い
う
結
論
で
す
。
家
計
の
安
定
的
な
資
産
形

成
支
援
、
デ
フ
レ
脱
却
、
経
済
成
長
に
必
要
な
成
長
資
金

の
供
給
拡
大
と
い
っ
た
観
点
か
ら
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
の
推
進
が
図

ら
れ
た
わ
け
で
す
が
、
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
は
狙
い
通
り
投
資
家
の

裾
野
拡
大
に
寄
与
し
た
と
評
価
さ
れ
ま
す
。

　

し
か
し
、
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
の
口
座
開
設
後
、
実
際
に
買
い
付

け
を
し
て
い
な
い
「
非
稼
働
口
座
」
が
約
三
割
存
在
す
る

が
、
こ
れ
は
金
融
知
識
（
認
知
能
力
）
で
は
な
く
、
金
融

知
識
の
自
己
評
価
や
生
活
設
計
度
の
高
低
（
非
認
知
能

力
）
が
影
響
し
て
い
る
と
い
う
こ
と
で
、
最
後
の
一
歩
を

踏
み
出
す
に
は
コ
ン
ピ
テ
ン
シ
ー
が
必
要
だ
と
さ
れ
て
い

ま
す
。
金
融
知
識
の
有
無
は
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
口
座
を
開
設
す
る

か
し
な
い
か
ま
で
の
行
動
に
影
響
し
、
そ
の
先
の
Ｎ
Ｉ
Ｓ

図表11
５（１）② NISAと金融リテラシーに関する実証研究（概念図）

金融知識

金融経済教育の有無

金融知識の自己評価

生活設計度

NISA口座開設 NISA口座買付

証
券
市
場

影響

影響

影響

影響

金融知識

金融知識の自己評価

生活設計度

非投資家
（投資未経験者）

NISA機投資家
（ＮＩＳＡをきっか
けに投資を始め
た者）

既存投資家

(1) NISAによる証券市場参入効果

(2) NISA口座非稼働の要因分析

金融に関する態度や行動

〔出所〕�　上山仁恵・名古屋学院大学教授「NISAの証券市場参入効果：金融リテラシーの影響分
析」に基づき日証協作成
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Ａ
口
座
で
の
買
い
付
け
に
は
金
融
知
識
の
自
己
評
価
の
高

さ
や
生
活
設
計
度
の
高
さ
と
い
っ
た
非
認
知
能
力
が
影
響

す
る
と
分
析
さ
れ
て
い
ま
す
。
少
し
知
識
が
あ
る
と
口
座

開
設
は
す
る
の
で
す
が
、
非
認
知
能
力
（
コ
ン
ピ
テ
ン

シ
ー
）
が
な
い
と
買
い
付
け
に
は
至
ら
ず
、
自
信
を
持
つ

こ
と
や
生
活
設
計
を
考
え
る
こ
と
が
大
事
だ
と
分
析
さ
れ

て
い
ま
す
。

　

Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
口
座
を
開
設
し
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
一
度
も

利
用
し
て
い
な
い
層
が
、
一
般
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
、
つ
み
た
て
Ｎ

Ｉ
Ｓ
Ａ
、
そ
れ
ぞ
れ
約
三
割
も
存
在
す
る
こ
と
が
わ
か
っ

て
い
ま
す
。
こ
れ
は
イ
ン
パ
ク
ト
の
あ
る
数
字
だ
と
思
い

ま
す
が
、
こ
の
理
由
を
考
え
た
と
き
に
、
先
ほ
ど
の
上
山

先
生
の
研
究
の
と
お
り
、
口
座
開
設
後
、
実
際
に
買
い
付

け
す
る
か
ど
う
か
は
、
金
融
に
関
す
る
知
識
で
は
な
く
コ

ン
ピ
テ
ン
シ
ー
が
影
響
し
て
い
る
と
見
ら
れ
ま
す
。
こ
の

こ
と
は
、
実
践
的
な
投
資
教
育
に
お
い
て
も
金
融
経
済
教

育
の
基
本
（
金
融
リ
テ
ラ
シ
ー
・
マ
ッ
プ
の
四
要
素
）
が

主
要
で
あ
る
こ
と
を
示
し
て
し
て
い
ま
す
。

㈡　

Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
口
座
を
開
設
し
て
い
な
い
理
由
に
つ
い
て

　

本
協
会
と
日
本
取
引
所
グ
ル
ー
プ
が
二
〇
二
二
年
六
月

に
行
っ
た
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
（「
二
〇
二
一
年
度
国
民
の

Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
の
利
用
状
況
等
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
報

告
書
」）
で
、
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
口
座
を
開
設
し
な
い
理
由
に
つ

い
て
聞
い
て
み
た
と
こ
ろ
、
最
も
多
か
っ
た
の
は
「
そ
も

そ
も
投
資
を
す
る
気
が
な
い
か
ら
」、
次
に
「
制
度
が
複

雑
で
よ
く
分
か
ら
な
い
か
ら
」
と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
の

こ
と
は
、
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
制
度
の
抜
本
的
拡
充
を
行
っ
て
も
、

な
お
、
金
融
面
に
お
け
る
個
人
の
幸
福
（
フ
ァ
イ
ナ
ン

シ
ャ
ル
・
ウ
ェ
ル
ビ
ー
イ
ン
グ
）
を
達
成
す
る
に
は
、
図

表
７
で
投
資
は
必
要
で
な
い
と
す
る
理
由
を
分
析
し
て
解

決
策
と
し
て
お
示
し
し
た
、
金
融
経
済
教
育
に
よ
る
金
融

リ
テ
ラ
シ
ー
の
向
上
へ
の
取
組
み
が
不
可
欠
で
あ
る
こ
と

を
示
し
て
い
ま
す
。
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㈢�　

金
融
経
済
教
育
を
受
け
る
機
会
が
国
民
に
十
分
に
届

い
て
い
な
い
現
状

　

先
ほ
ど
ご
紹
介
し
た
本
協
会
の
「
証
券
投
資
に
関
す
る

全
国
調
査
」
で
は
、「
証
券
投
資
に
関
す
る
教
育
を
受
け

た
こ
と
が
あ
る
」
と
明
確
に
回
答
し
た
人
は
、
二
〇
一
五

年
、
二
〇
一
八
年
、
二
〇
二
一
年
い
ず
れ
も
七
％
程
度
で

す
。
さ
ら
に
、
金
融
広
報
中
央
委
員
会
の
「
金
融
リ
テ
ラ

シ
ー
調
査
」
で
「
金
融
教
育
を
受
け
た
」
と
回
答
し
た
人

も
、
二
〇
一
六
年
、
二
〇
一
九
年
、
二
〇
二
二
年
い
ず
れ

も
七
％
と
、
同
じ
よ
う
な
低
水
準
と
な
っ
て
い
ま
す
。
と

も
に
三
年
お
き
に
実
施
し
た
調
査
で
、
全
く
数
字
が
変

わ
っ
て
い
ま
せ
ん
（
図
表
12
）。
こ
の
こ
と
は
、
四
（
金

融
経
済
教
育
の
実
施
状
況
）
で
ご
紹
介
し
た
関
係
者
に
よ

る
取
組
み
の
成
果
が
上
が
っ
て
お
ら
ず
、
金
融
経
済
教
育

の
提
供
体
制
の
抜
本
的
な
見
直
し
・
拡
充
が
必
要
で
あ
る

こ
と
を
示
し
て
い
ま
す
。

図表12

 日本証券業協会「証券投資に関する全国調査」の回答者のうち、「証券投資に関する教育を受けたこと
がある」と明確に回答した人は、2015年6.6％、2018年7.2％、2021年6.4％と、低位にとどまる。

 金融広報中央委員会「金融リテラシー調査」の回答者のうち、「金融教育を受けた」と回答した人は、
2016年6.6％、2019年7.2％、2022年7.1％と、同じく低水準となっている。

※「在籍した学校、大学、勤務先において、生活設計や家計管理
についての授業などの『金融教育』を受ける機会はありましたか」
との問いに、「受ける機会があり、自分は受けた」と回答した人

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2015 2018 2021

6.4%7.2%6.6%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2016 2019 2022

7.1%7.2%6.6%

金融広報中央委員会「金融リテラシー調査」
「金融教育を受けた」※と回答した人の割合

日本証券業協会「証券投資に関する全国調査」
「証券投資に関する教育を受けたことがある」と明確に回
答した人の割合

５（３）金融経済教育を受ける機会が国民に十分届いていないこと
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六
、
資
産
所
得
倍
増
プ
ラ
ン

㈠�　

資
産
所
得
倍
増
プ
ラ
ン
の
策
定
に
向
け
た
政
府
の
方

針

　

資
産
所
得
倍
増
プ
ラ
ン
は
二
〇
二
二
年
一
一
月
二
五
日

に
取
り
ま
と
め
ら
れ
ま
し
た
。
そ
こ
か
ら
さ
か
の
ぼ
る
こ

と
半
年
前
、
同
年
五
月
に
岸
田
首
相
が
ロ
ン
ド
ン
で
の
講

演
で
資
産
所
得
倍
増
プ
ラ
ン
に
つ
い
て
言
及
さ
れ
、
以

降
、「
新
し
い
資
本
主
義
の
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
及
び
実

行
計
画
」、「
経
済
財
政
運
営
と
改
革
の
基
本
方
針
」
に
、

そ
れ
ぞ
れ
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
の
抜
本
的
拡
充
を
図
る
、
金
融
リ
テ

ラ
シ
ー
の
向
上
に
取
り
組
む
、
こ
れ
ま
で
も
こ
の
二
つ
の

一
体
推
進
は
ず
っ
と
言
わ
れ
て
き
ま
し
た
が
、
改
め
て
明

記
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

資
産
所
得
倍
増
プ
ラ
ン
が
取
り
ま
と
め
ら
れ
る
前
月

（
二
〇
二
二
年
一
〇
月
）
の
新
し
い
資
本
主
義
実
現
会
議

の
資
料
（「『
新
し
い
資
本
主
義
の
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
及

び
実
行
計
画
』
の
実
施
に
つ
い
て
の
総
合
経
済
対
策
の
重

点
事
項
（
案
）」）
に
お
い
て
も
同
様
に
「
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
の
抜

本
的
拡
充
・
恒
久
化
」、「
安
定
的
な
資
産
形
成
の
重
要
性

を
浸
透
さ
せ
て
い
く
た
め
の
金
融
教
育
の
充
実
を
図
る
」

な
ど
の
記
載
が
あ
り
ま
す
。
消
費
者
に
対
し
て
中
立
的
で

信
頼
で
き
る
助
言
者
制
度
と
い
う
点
も
、「
金
融
リ
テ
ラ

シ
ー
・
マ
ッ
プ
」
に
記
載
さ
れ
て
い
る
外
部
の
知
見
の
適

切
な
活
用
と
同
じ
よ
う
な
観
点
と
言
え
ま
す
。

　

な
お
、
二
〇
二
二
年
一
一
月
に
取
り
ま
と
め
ら
れ
た

「
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
育
成
五
か
年
計
画
」
に
は
、
ス
タ
ー

ト
ア
ッ
プ
を
資
金
面
か
ら
支
え
る
国
内
ベ
ン
チ
ャ
ー
キ
ャ

ピ
タ
ル
の
育
成
、
海
外
投
資
家
、
ベ
ン
チ
ャ
ー
キ
ャ
ピ
タ

ル
の
呼
び
込
み
な
ど
も
含
ま
れ
て
い
ま
し
て
、
こ
の
点
と

連
動
し
て
い
る
の
が
資
産
所
得
倍
増
プ
ラ
ン
で
す
（
図
表

13
）。

　

こ
ち
ら
は
、「
資
産
所
得
倍
増
プ
ラ
ン
」
と
「
ス
タ
ー
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ト
ア
ッ
プ
育
成
五
か
年
計
画
」
の
概
要
で
す
。
家
計
に
眠

る
現
預
金
を
投
資
に
つ
な
げ
、
家
計
の
勤
労
所
得
に
加

え
、
金
融
資
産
所
得
を
増
や
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
で

す
。
貯
蓄
か
ら
投
資
を
実
現
し
、
直
接
金
融
へ
転
換
を
推

進
す
る
こ
と
は
、
ベ
ン
チ
ャ
ー
キ
ャ
ピ
タ
ル
か
ら
資
金
を

調
達
す
る
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
の
エ
コ
シ
ス
テ
ム
を
構
築
す

る
上
で
も
重
要
で
す
。
中
間
層
が
リ
タ
ー
ン
の
大
き
い
資

産
に
投
資
し
や
す
い
環
境
を
整
備
す
れ
ば
、
家
計
の
金
融

資
産
所
得
を
拡
大
。
ま
た
、
家
計
の
資
金
が
企
業
の
成
長

投
資
の
原
資
と
な
れ
ば
、
企
業
の
成
長
が
促
進
さ
れ
、
企

業
価
値
が
向
上
、
そ
し
て
「
成
長
と
資
産
所
得
の
好
循

環
」
が
実
現
す
る
と
い
っ
た
、
基
本
的
な
考
え
方
の
も
と

に
つ
く
ら
れ
て
い
ま
す
。

㈡　

資
産
所
得
倍
増
プ
ラ
ン

　

資
産
所
得
倍
増
プ
ラ
ン
は
、
全
体
と
し
て
七
本
の
柱
が

あ
り
、
教
育
の
部
分
は
第
三
～
第
五
の
柱
が
関
係
し
て
い

図表13

税制改正大綱
〈NISA恒久化等〉
（12月16日）

金融審議会
市場制度WG

第二次中間整理

日証協、東証等
の取組み

金融審議会
顧客本位タスクフォース

中間報告
（１２月９日）

スタートアップ育成
５か年計画

（１１月２４日とりまとめ）

鈴木金融担当大臣
提出資料

（11月25日）

資産所得倍増プラン
〈NISA,iDeCo,金融リテラシー,顧

客本位の業務運営など〉
（11月25日とりまとめ）

金融経済教育推進
機構（仮称）の設置等

▼

金広委,全銀協,
日証協等の協力

内閣官房・新しい資本主義実現会議本部／新しい資本主義実現会議
（本部長：内閣総理大臣） （議長：内閣総理大臣）

スタートアップ育成分科会
（分科会長：新しい資本主義担当大臣兼

スタートアップ育成担当大臣）

資産所得倍増分科会
（分科会長：新しい資本主義実現会議担当大臣）

（参考）「資産所得倍増プラン」「スタートアップ育成５か年計画」等の概要
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ま
す
。
第
五
の
柱
「
安
定
的
な
資
産
形
成
の
重
要
性
を
浸

透
さ
せ
て
い
く
た
め
の
金
融
経
済
教
育
の
充
実
」
を
読
み

上
げ
ま
す
。「
安
定
的
な
資
産
形
成
の
重
要
性
の
浸
透
」

と
し
て
、

　

○�

金
融
経
済
教
育
を
受
け
た
と
認
識
し
て
い
る
人
は

七
％
に
留
ま
る
一
方
、
金
融
経
済
教
育
を
行
う
べ
き

と
回
答
し
た
者
は
七
割
を
上
回
っ
て
お
り
、
金
融
経

済
教
育
を
求
め
る
国
民
の
声
は
大
き
い
。
さ
ら
に
、

資
産
運
用
を
行
わ
な
い
理
由
と
し
て
は
、
四
割
の
者

が
「
資
産
運
用
に
関
す
る
知
識
が
な
い
」
こ
と
を
理

由
と
し
て
挙
げ
て
お
り
、
こ
う
し
た
層
に
安
定
的
な

資
産
形
成
の
重
要
性
を
浸
透
さ
せ
て
い
く
た
め
、
金

融
経
済
教
育
を
届
け
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

　

○�

ま
た
、
政
府
、
日
銀
、
各
業
界
団
体
な
ど
の
様
々
な

主
体
が
学
校
や
社
会
人
向
け
に
金
融
経
済
教
育
を
実

施
し
て
い
る
が
、
学
校
や
職
場
に
お
い
て
資
産
形
成

に
関
連
す
る
金
融
経
済
教
育
を
受
け
る
機
会
は
限
定

的
で
あ
り
、
担
い
手
に
つ
い
て
も
金
融
事
業
者
や
業

界
団
体
が
中
心
で
あ
り
、
受
け
手
に
抵
抗
感
が
存
在

し
て
い
る
。

　

○�

そ
こ
で
、
中
立
的
な
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
認
定
に
関
す

る
事
業
と
併
せ
、
官
民
一
体
と
な
っ
た
金
融
経
済
教

育
を
戦
略
的
に
実
施
す
る
た
め
の
中
立
的
な
組
織
と

し
て
、
既
述
の
と
お
り
、
新
た
に
令
和
六
年
中
に
金

融
経
済
教
育
推
進
機
構
（
仮
称
）
を
設
立
す
る
。
そ

の
際
、
日
本
銀
行
が
事
務
局
を
担
う
金
融
広
報
中
央

委
員
会
の
機
能
を
移
管
・
承
継
す
る
ほ
か
、
運
営
体

制
の
整
備
や
設
立
・
運
営
経
費
の
確
保
に
当
た
っ
て

は
、
政
府
・
日
本
銀
行
に
加
え
、
全
国
銀
行
協
会
・

日
本
証
券
業
協
会
等
の
民
間
団
体
か
ら
の
協
力
も
得

る
。

　

○�

金
融
経
済
教
育
推
進
機
構
（
仮
称
）
を
中
心
と
し

て
、
企
業
に
よ
る
社
員
へ
の
継
続
教
育
の
充
実
や
地

方
自
治
体
に
よ
る
金
融
経
済
教
育
の
実
施
と
併
せ
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て
、
広
く
国
民
に
訴
求
す
る
広
報
戦
略
を
展
開
す
る

と
と
も
に
、
学
校
・
企
業
向
け
の
出
張
授
業
や
シ
ン

ポ
ジ
ウ
ム
の
開
催
な
ど
、
官
民
一
体
と
な
っ
た
効
率

的
・
効
果
的
な
金
融
経
済
教
育
を
全
国
的
に
実
施
す

る
。

　

○�

「
金
融
リ
テ
ラ
シ
ー
・
マ
ッ
プ
」
の
活
用
や
、
行
動

経
済
学
の
知
見
も
参
考
に
す
る
。

　

と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、「
国
民
へ
の
働
き
か
け
」
と
し
て
は
、

　

○�

Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
の
抜
本
的
拡
充
や
ｉ
Ｄ
ｅ
Ｃ
ｏ
制
度
の
改

革
、
中
立
的
な
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
制
度
の
創
設
や
金
融

経
済
教
育
の
充
実
を
政
策
的
に
進
め
る
一
方
で
、
こ

れ
ま
で
投
資
未
経
験
の
方
（
約
八
〇
〇
〇
万
人
）

に
、
資
産
形
成
に
一
歩
踏
み
出
し
て
も
ら
う
た
め
の

働
き
か
け
を
行
う
。

　

○�

こ
の
た
め
、
資
産
形
成
支
援
に
関
連
す
る
施
策
を
関

係
省
庁
や
地
方
自
治
体
・
民
間
団
体
等
が
連
携
し

て
、
国
全
体
と
し
て
総
合
的
か
つ
計
画
的
に
推
進
す

べ
く
、
国
家
戦
略
と
し
て
の
「
基
本
的
な
方
針
」
を

策
定
す
る
。
そ
の
際
、
金
融
庁
が
事
務
局
機
能
を
担

い
、
関
係
省
庁
の
連
携
を
促
す
と
と
も
に
施
策
の
調

整
・
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
を
行
う
。
ま
た
、
協
議
会
等

の
場
を
設
け
、
広
く
官
民
が
協
力
し
て
資
産
形
成
に

必
要
な
施
策
の
協
議
・
推
進
に
あ
た
る
。

　

○�

新
機
構
に
お
い
て
は
、
個
人
が
投
資
機
会
を
身
近
に

感
じ
ら
れ
る
よ
う
、
つ
み
た
て
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
等
の
制
度

に
関
す
る
情
報
発
信
も
含
め
、
全
世
代
向
け
に
積
極

的
な
広
報
を
展
開
す
る
。

　

○�

な
お
、
機
構
の
設
立
準
備
の
段
階
か
ら
、
協
議
会
等

に
よ
り
、
国
民
へ
の
働
き
か
け
の
た
め
の
活
動
を
、

金
融
事
業
者
等
各
参
加
者
の
適
切
な
役
割
分
担
の
下

で
行
う
。

　

と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

資
産
形
成
の
重
要
性
を
浸
透
さ
せ
て
い
く
た
め
に
、
金
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融
経
済
教
育
を
届
け
る
必
要
が
あ
る
、
業
界
団
体
だ
け
で

は
限
界
が
あ
る
の
で
官
民
一
体
と
な
っ
た
機
関
が
必
要
で

あ
り
、
日
証
協
な
ど
団
体
か
ら
の
協
力
も
得
る
な
ど
と
さ

れ
ま
し
た
。

　

資
産
所
得
倍
増
プ
ラ
ン
が
取
り
ま
と
め
ら
れ
た
際
に
日

本
証
券
業
協
会
会
長
名
で
発
出
し
た
コ
メ
ン
ト
に
お
い

て
、「
第
五
の
柱
に
お
い
て
、
官
民
一
体
と
な
っ
た
金
融

経
済
教
育
を
戦
略
的
に
実
施
す
る
た
め
の
中
立
的
な
組
織

と
し
て
、
令
和
六
年
中
に
、
金
融
経
済
教
育
推
進
機
構
を

設
立
す
る
と
と
も
に
、
資
産
形
成
支
援
に
関
連
す
る
国
家

戦
略
と
し
て
の
『
基
本
的
な
方
針
』
を
策
定
し
、
併
せ
て

協
議
会
等
の
場
を
設
け
、
広
く
官
民
が
協
力
し
て
資
産
形

成
に
必
要
な
施
策
の
協
議
・
推
進
に
あ
た
る
、
と
さ
れ
た

こ
と
は
極
め
て
重
要
で
あ
る
」、「
加
え
て
、
同
機
構
の
運

営
体
制
の
整
備
や
設
立
・
運
営
経
費
の
確
保
に
当
た
っ
て

は
、
政
府
等
に
加
え
、
本
協
会
等
の
民
間
団
体
か
ら
の
協

力
も
得
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
が
、
本
協
会
と
し
て
は
、

こ
う
し
た
要
請
に
対
し
最
大
限
協
力
し
て
参
る
所
存
で
あ

る
」
と
い
っ
た
意
思
表
示
を
い
た
し
ま
し
た
。
実
際
に
、

本
協
会
は
機
構
の
設
立
に
あ
た
り
、
発
起
人
の
一
人
と
し

て
出
資
を
行
っ
て
い
ま
す
。
さ
ら
に
、
本
協
会
か
ら
機
構

に
対
し
て
業
務
を
移
管
す
る
と
と
も
に
、
資
金
的
・
人
的

な
リ
ソ
ー
ス
の
提
供
を
行
っ
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
。

七�

、
金
融
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
及
び

利
用
環
境
の
整
備
等
に
関
す
る

法
律
の
概
要

　
「
金
融
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
及
び
利
用
環
境
の
整
備
等
に

関
す
る
法
律
」
の
改
正
法
は
、
昨
年
一
一
月
二
〇
日
に
成

立
、
同
月
二
九
日
に
公
布
さ
れ
ま
し
た
。
概
要
と
し
て

は
、
①
資
産
形
成
の
支
援
に
関
す
る
施
策
を
総
合
的
に
推

進
す
る
た
め
の
「
基
本
方
針
」
の
策
定
、
②
「
金
融
経
済

教
育
推
進
機
構
」
の
創
設
、
③
資
産
形
成
支
援
の
た
め
の
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国
と
地
方
公
共
団
体
・
事
業
者
の
協
力
・
連
携
が
条
文
化

さ
れ
て
い
ま
す
。

　

主
な
内
容
と
し
て
は
、
第
二
条
第
六
項
で
資
産
形
成
が

定
義
さ
れ
て
い
る
ほ
か
、
第
八
二
条
第
一
項
に
お
い
て
、

政
府
は
、
国
民
の
安
定
的
な
資
産
形
成
の
支
援
に
関
す
る

基
本
方
針
を
定
め
る
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
第
八
三

条
、
第
八
四
条
、
第
八
五
条
そ
れ
ぞ
れ
に
お
い
て
、
安
定

的
な
資
産
形
成
の
支
援
に
関
す
る
国
、
地
方
公
共
団
体
、

事
業
主
の
努
力
義
務
が
設
け
ら
れ
て
い
ま
す
。
加
え
て
、

第
八
六
条
や
第
一
一
九
条
な
ど
に
お
い
て
、
金
融
経
済
教

育
推
進
機
構
の
設
立
や
、
業
務
に
つ
い
て
規
定
さ
れ
て
い

ま
す
。（
図
表
14
・
15
）。
先
ほ
ど
御
説
明
の
と
お
り
、
こ

れ
ら
は
消
費
者
教
育
推
進
法
と
同
じ
よ
う
な
構
成
に
な
っ

て
い
ま
す
。

図表14
７．③ 金融サービスの提供及び利用環境の整備等に関する法律の概要（日証協作成）

政府は、国民の安定的な資産形成の支援に関する施策の総合的な推進に関する基本的な方針（基本方針）を定めなければならない
（第82条１項）

金融経済教育推進機構の設立

目的（第86条）
適切な金融サービスの利用等に資する金融又は経済に関する知識を
習得し、これを活用する能力の育成を図るための教授及び指導（金融
経済教育）の推進
業務（119条）
①金融経済教育
②国民が金融経済教育を容易に受けられるよう、必要な情報の収集、
整理及び提供、金融経済教育を担う人材の養成及び資質の向上その
他の支援
③金融経済教育の推進に関する調査研究
④前３号に掲げる業務に附帯する業務
資料の交付の要請等（122条）
機構は、国の機関、地方公共団体、民間事業者その他の者に対して、
資料の提供、意見の表明、説明その他必要な協力を求めることができる
資金の確保（134条）
国は、金融経済教育の推進を図るために必要な資金の確保に努める

関係者相互の連携及び協力（第136条）
１．国の関係行政機関は、金融サービスの提供及び利用環境の整備等に関する施策の円滑な実施が促進されるよう、相互に連携を図りな
がら協力
２．国、地方公共団体、機構その他関係者は、金融サービスの提供及び利用環境の整備等に関する施策が全国において効果的かつ効率
的に実施されるよう、適切に役割を分担するとともに、相互に連携を図りながら協力するよう努める

「資産形成」とは、金銭、有価証券その他の金融資産の運用により、資産を形成することをいう。（第２条６項）

国の
努力義務

地方公共団体及
び民間事業者に対
する支援
（第83条）
国民の安定的な資
産形成の支援に関
する施策に関し、
地方公共団体が
実施する施策及び
民間事業者が行う
安定的な資産形
成の支援に関する
活動を支援するた
め、情報の提供そ
の他の必要な措置
を講ずるよう努める

事業主の
努力義務

事業主の責務
（第85条）
その事業に支障のない
範囲内で、その従業
員を対象とする国、地
方公共団体又は金融
経済教育推進機構に
よる安定的な資産形
成に資する制度の利
用の促進のための取
組並びに安定的な資
産形成に関する教育
及び広報に協力するよ
う努める

地方公共
団体の
努力義務

地方公共団
体の施策
（第84条）
国の施策に
準じて、当該
地域の社会
的及び経済
的状況に応
じた安定的な
資産形成の
支援に関する
施策を講ずる
よう努める
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八�

、
安
定
的
な
資
産
形
成
の
支
援
に

関
す
る
基
本
方
針

　

先
ほ
ど
の
改
正
法
第
八
二
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ

き
、「
国
民
の
安
定
的
な
資
産
形
成
の
支
援
に
関
す
る
施

策
の
総
合
的
な
推
進
に
関
す
る
基
本
的
な
方
針
」
が
今
年

三
月
一
五
日
に
閣
議
決
定
さ
れ
ま
し
た
。
大
ま
か
に
は
、

「
国
民
の
安
定
的
な
資
産
形
成
の
支
援
に
関
す
る
基
本
的

な
方
向
」、「
国
民
の
安
定
的
な
資
産
形
成
の
支
援
に
関
す

る
施
策
」、「
国
、
地
方
公
共
団
体
及
び
民
間
団
体
の
連
携

及
び
協
力
」
に
よ
っ
て
構
成
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
「
国
民
の
安
定
的
な
資
産
形
成
の
支
援
に
関
す
る
施

策
」
の
中
に
は
、「
新
し
い
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
」
と
し
て
、「
令
和

九
年
末
時
点
に
お
け
る
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
総
口
座
数
を
三
四
〇
〇

万
へ
、
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
買
付
額
を
五
六
兆
円
へ
増
加
さ
せ
る
こ

と
を
目
指
す
」
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
資
産
所
得
倍
増
プ
ラ

図表15
７．④ 国家戦略としての基本方針の策定等

国民の安定的な資産形成の支援に関する施策の総合的な推進に関する
基本的な方針（基本方針）の策定（82条①）

• 『基本方針』は、国民の安定的な資産形成の支援に関する次に掲げる事項について定める。（82条②）
① 基本的な方向
② イ 制度の整備
 ロ 制度の利用の促進
 ハ 教育及び広報の推進
 ニ 調査及び研究
③ 国の関係行政機関、地方公共団体及び民間の団体の連携及び協力
④ その他重要事項

• 内閣総理大臣※は、『基本方針』の案を作成し、閣議の決定を求める。（82条③）

• 内閣総理大臣※は、『基本方針』の案を作成しようとするときは、金融審議会の意見を聞くものとする。（82条④）

• 政府は、適時に、 『基本方針』に基づく施策の実施の状況について、評価を行う。（82条⑥）

※内閣総理大臣は、権限を金融庁長官に委任する。（137条） 

資産形成支援に関連する施策を関係省庁や地方自治体・民間団体等が連携して、国全体とし
て総合的かつ計画的に推進すべく、国家戦略としての「基本的な方針」を策定する。（11/25
資産所得倍増プランより）
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ン
に
記
載
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
、
こ
の
基
本
方
針
に
も
盛

り
込
ま
れ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
ほ
か
、「
国
民
の
安
定
的
な
資
産
形
成
に
関
す
る

教
育
及
び
広
報
の
推
進
」
と
し
て
、「
株
式
や
投
資
信
託

等
へ
の
投
資
に
伴
う
リ
ス
ク
を
可
能
な
限
り
軽
減
し
つ

つ
、
安
定
的
な
資
産
形
成
を
行
う
た
め
に
は
、
長
期
・
積

立
・
分
散
投
資
が
有
効
な
選
択
肢
の
一
つ
と
な
る
」、「
長

期
・
積
立
・
分
散
投
資
の
意
義
に
つ
い
て
、
普
及
・
啓
発

に
取
り
組
ん
で
い
く
」
と
あ
り
ま
す
。
こ
れ
だ
け
で
確
実

な
損
失
回
避
に
な
る
わ
け
で
は
な
い
と
い
う
こ
と
も
留
意

し
て
、
長
期
・
積
立
・
分
散
の
意
義
を
教
育
す
る
と
さ
れ

て
い
ま
す
。

　

さ
ら
に
、
金
融
経
済
教
育
の
浸
透
に
関
し
て
は
、「
金

融
広
報
中
央
委
員
会
の
『
金
融
リ
テ
ラ
シ
ー
調
査
』
に
お

い
て
、
依
然
と
し
て
『
金
融
経
済
教
育
を
受
け
た
と
認
識

し
て
い
る
人
の
割
合
』
が
低
水
準
で
あ
る
」、「
世
代
、
地

域
や
生
活
環
境
等
の
個
人
が
置
か
れ
て
い
る
状
況
に
か
か

わ
ら
ず
、
国
民
の
安
定
的
な
資
産
形
成
に
向
け
た
自
助
努

力
を
支
援
す
る
た
め
に
は
、
将
来
的
に
は
誰
一
人
取
り
残

さ
ず
、
定
期
的
に
金
融
経
済
教
育
を
受
け
ら
れ
る
機
会
を

提
供
す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
」、「
ま
ず
は
令
和
一
〇
年

度
末
を
目
途
に
『
金
融
経
済
教
育
を
受
け
た
と
認
識
し
て

い
る
人
の
割
合
』
が
米
国
並
み
の
二
〇
％
と
な
る
こ
と
を

目
指
す
」
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
数
字
だ
け
で
な

く
、
質
を
伴
っ
た
教
育
の
推
進
の
た
め
に
す
べ
て
の
関
係

者
が
協
力
し
て
い
く
こ
と
を
国
が
方
針
と
し
て
定
め
た
と

言
え
ま
す
。

九�

、
金
融
経
済
教
育
推
進
機
構

（
Ｊ
―
Ｆ
Ｌ
Ｅ
Ｃ
）
の
設
立

　

金
融
経
済
教
育
推
進
機
構
は
、
今
年
二
月
五
日
に
発
起

人
会
が
開
催
さ
れ
、
四
月
五
日
に
正
式
に
設
立
さ
れ
ま
し

た
。
四
月
二
五
日
に
は
第
一
回
運
営
委
員
会
、
理
事
長
会
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見
が
開
か
れ
、
八
月
の
本
格
稼
働
に
向
け
た
準
備
が
進
め

ら
れ
て
い
る
状
況
で
す
。
二
月
五
日
の
発
起
人
会
は
、
本

協
会
も
発
起
人
の
一
人
と
し
て
登
場
し
、
プ
レ
ス
リ
リ
ー

ス
が
発
出
さ
れ
ま
し
た
。
そ
こ
で
は
、「
一
人
ひ
と
り
の

個
人
が
、
よ
り
自
立
的
で
安
心
か
つ
豊
か
な
生
活
を
実
現

す
る
た
め
に
は
、『
生
活
ス
キ
ル
』
と
し
て
金
融
リ
テ
ラ

シ
ー
を
身
に
付
け
、
中
長
期
的
な
視
点
で
生
活
設
計
及
び

家
計
管
理
、
そ
れ
を
踏
ま
え
た
資
産
形
成
へ
の
取
組
み
な

ど
を
進
め
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
す
。
発
起
人
は
、
そ
の

よ
う
な
観
点
か
ら
、
様
々
な
金
融
経
済
教
育
活
動
に
取
り

組
ん
で
き
ま
し
た
が
、
こ
れ
ら
を
一
元
化
し
た
う
え
抜
本

的
に
強
化
し
、
幅
広
い
年
齢
層
に
向
け
、
ニ
ー
ズ
に
応
え

た
金
融
経
済
教
育
の
機
会
を
官
民
一
体
で
全
国
的
に
提
供

す
る
こ
と
を
目
指
し
ま
す
」、「
日
本
証
券
業
協
会
は
、
金

融
商
品
取
引
法
第
七
七
条
の
四
に
基
づ
き
、
中
立
・
公
正

を
旨
と
し
て
、
社
会
人
及
び
学
校
向
け
に
幅
広
く
、
金

融
・
証
券
教
育
の
普
及
を
支
援
す
る
活
動
を
行
っ
て
ま
い

り
ま
し
た
。
今
後
は
、
こ
れ
ま
で
取
り
組
ん
で
き
た
金
融

経
済
教
育
活
動
を
本
機
構
に
移
管
し
、
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
制
度
が

拡
充
・
恒
久
化
さ
れ
た
こ
と
も
踏
ま
え
つ
つ
、
本
機
構
の

活
動
を
通
じ
て
国
民
の
皆
さ
ま
の
金
融
リ
テ
ラ
シ
ー
の
向

上
及
び
安
定
的
な
資
産
形
成
が
促
進
さ
れ
る
よ
う
、
支
援

し
て
ま
い
り
ま
す
」
と
い
う
意
思
表
示
を
し
て
い
ま
す
。

○
岳
野　

以
上
、
駆
け
足
で
す
が
、
こ
れ
ま
で
の
十
数
年

に
わ
た
る
我
が
国
の
金
融
経
済
教
育
の
取
組
み
、
あ
る
い

は
資
産
形
成
へ
の
取
り
組
み
、
そ
の
背
景
に
あ
る
デ
フ
レ

脱
却
、
成
長
と
分
配
の
好
循
環
に
向
け
た
取
組
み
の
流
れ

を
御
説
明
し
て
ま
い
り
ま
し
た
。
国
家
戦
略
と
し
て
の
資

産
形
成
に
関
す
る
基
本
方
針
の
閣
議
決
定
や
認
可
法
人
で

あ
る
金
融
経
済
教
育
推
進
機
構
の
設
立
等
の
動
き
が
突
然

降
っ
て
湧
い
た
話
で
は
な
く
、
こ
れ
ま
で
の
長
期
間
の
政

策
対
応
と
そ
の
効
果
を
検
証
し
な
が
ら
逐
次
発
展
さ
せ
て

き
た
流
れ
の
延
長
線
上
に
あ
る
こ
と
を
御
理
解
い
た
だ
け
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れ
ば
と
思
っ
て
お
り
ま
す
。

　

こ
の
後
、
残
さ
れ
た
時
間
で
、
私
か
ら
簡
単
に
金
融
経

済
教
育
推
進
機
構
の
概
要
と
課
題
に
つ
い
て
、
問
題
意
識

を
お
話
し
申
し
上
げ
た
い
と
思
い
ま
す
。

　

金
融
経
済
教
育
推
進
機
構
は
、
金
融
広
報
中
央
委
員
会

の
機
能
を
移
管
・
承
継
し
た
認
可
法
人
と
し
て
設
立
さ

れ
、
全
国
銀
行
協
会
、
投
資
信
託
協
会
、
本
協
会
そ
れ
ぞ

れ
の
金
融
経
済
教
育
の
業
務
を
移
管
し
て
お
り
ま
す
。
運

営
体
制
と
し
て
は
、
理
事
長
の
ほ
か
理
事
三
名
と
監
事
一

名
、
運
営
委
員
会
は
非
常
勤
の
運
営
委
員
八
名
と
常
勤
の

理
事
長
、
理
事
で
構
成
さ
れ
て
い
ま
す
。
認
可
法
人
で
す

の
で
金
融
庁
を
中
心
と
し
た
政
府
の
監
督
を
受
け
、
先
ほ

ど
御
説
明
し
た
閣
議
決
定
さ
れ
た
「
基
本
方
針
」
を
踏
ま

え
て
業
務
を
遂
行
す
る
と
い
う
た
て
つ
け
に
な
っ
て
お
り

ま
す
。

　

金
融
経
済
教
育
推
進
機
構
に
つ
い
て
、
概
要
を
御
説
明

し
ま
す
。

　

愛
称
は
Ｊ
―
Ｆ
Ｌ
Ｅ
Ｃ
と
さ
れ
て
お
り
ま
す
。
先
ほ
ど

の
御
説
明
の
中
で
、
ア
メ
リ
カ
の
Ｆ
Ｌ
Ｅ
Ｃ
と
い
う
組
織

に
つ
い
て
触
れ
ま
し
た
。
こ
れ
に
倣
っ
て
Ｊ
―
Ｆ
Ｌ
Ｅ
Ｃ

と
さ
れ
て
い
る
よ
う
で
ご
ざ
い
ま
す
。

　

資
本
金
は
一
〇
億
五
〇
〇
〇
万
円
で
す
が
、
九
億
五
〇

〇
〇
万
円
近
く
は
当
初
経
費
な
の
で
、
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト

で
イ
メ
ー
ジ
さ
れ
る
資
本
金
は
一
億
円
、
そ
の
う
ち
の
半

分
の
五
〇
〇
〇
万
円
を
国
、
四
分
の
一
を
日
本
銀
行
、
全

国
銀
行
協
会
と
本
協
会
が
八
分
の
一
ず
つ
と
い
う
構
成
に

な
っ
て
お
り
ま
す
。
職
員
数
は
七
〇
名
、
オ
フ
ィ
ス
の
所

在
地
は
日
本
橋
室
町
で
ご
ざ
い
ま
す
。

　

事
業
概
要
の
、
講
師
派
遣
事
業
、
イ
ベ
ン
ト
・
セ
ミ

ナ
ー
事
業
、
学
校
等
へ
の
支
援
事
業
は
、
こ
れ
ま
で
本
協

会
あ
る
い
は
金
融
広
報
中
央
委
員
会
等
の
団
体
が
行
っ
て

き
た
事
業
を
移
管
・
拡
大
し
た
も
の
で
す
。

　

他
方
、
新
た
な
要
素
と
し
て
、「
Ｊ
―
Ｆ
Ｌ
Ｅ
Ｃ
は
じ

め
て
の
マ
ネ
ー
プ
ラ
ン
」
無
料
体
験
事
業
及
び
「
Ｊ
―
Ｆ
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Ｌ
Ｅ
Ｃ
は
じ
め
て
の
マ
ネ
ー
プ
ラ
ン
」
割
引
ク
ー
ポ
ン
配

布
事
業
と
い
う
、
認
定
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
に
よ
る
個
別
の
相

談
事
業
が
あ
り
ま
す
。
こ
れ
ま
で
本
協
会
や
金
融
広
報
中

央
委
員
会
で
は
、
個
人
と
対
面
で
、
一
対
一
で
相
談
を
す

る
と
い
う
サ
ー
ビ
ス
は
提
供
し
て
き
て
お
り
ま
せ
ん
。
今

回
、
新
た
に
踏
み
出
す
領
域
で
ご
ざ
い
ま
す
。

　

こ
う
い
っ
た
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
は
、
認
定
ア
ド
バ
イ

ザ
ー
と
い
う
制
度
を
設
け
ま
す
。
認
定
ア
ド
バ
イ
ザ
ー

は
、
あ
く
ま
で
既
存
の
資
格
を
お
持
ち
の
方
の
中
か
ら
機

構
が
一
定
の
基
準
で
認
定
す
る
も
の
で
、
新
た
な
資
格
制

度
を
設
け
る
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
従
来
も
、
本
協
会

で
は
金
融
機
関
に
所
属
し
て
い
な
い
Ｆ
Ｐ
や
証
券
会
社
の

Ｏ
Ｂ
・
Ｏ
Ｇ
の
方
を
非
常
勤
の
イ
ン
ス
ト
ラ
ク
タ
ー
と
し

て
採
用
し
て
い
た
ほ
か
、
金
融
広
報
中
央
委
員
会
に
も
同

じ
よ
う
な
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
方
が
い
る
の
で
、
こ
う
い
っ

た
も
の
が
原
型
に
な
っ
て
お
り
ま
す
。

　

講
師
や
講
師
派
遣
は
こ
れ
ま
で
本
協
会
や
金
融
広
報
中

央
委
員
会
が
行
っ
て
い
ま
し
た
が
、
認
定
ア
ド
バ
イ
ザ
ー

は
、
Ｊ
―
Ｆ
Ｌ
Ｅ
Ｃ
の
外
で
も
そ
の
称
号
を
使
い
認
定
ア

ド
バ
イ
ザ
ー
と
し
て
個
別
に
活
動
す
る
こ
と
が
想
定
さ
れ

て
い
る
点
が
従
来
と
の
違
い
で
す
。

　

講
師
派
遣
（
出
張
授
業
）、
イ
ベ
ン
ト
・
セ
ミ
ナ
ー
の

開
催
は
、
従
来
行
っ
て
き
た
金
融
経
済
教
育
で
す
が
、

「
Ｊ
―
Ｆ
Ｌ
Ｅ
Ｃ
は
じ
め
て
の
マ
ネ
ー
プ
ラ
ン
」
無
料
体

験
、「
Ｊ
―
Ｆ
Ｌ
Ｅ
Ｃ
は
じ
め
て
の
マ
ネ
ー
プ
ラ
ン
」
割

引
ク
ー
ポ
ン
配
布
事
業
に
踏
み
出
す
背
景
に
は
、
個
人
の

金
融
意
識
・
金
融
行
動
の
変
容
を
し
っ
か
り
と
目
指
し
て

い
く
と
い
う
目
標
が
あ
る
よ
う
で
す
。
ち
ょ
う
ど
脱
デ
フ

レ
に
取
り
組
む
と
き
、
日
本
で
も
本
当
に
物
価
が
動
か
な

い
領
域
が
あ
る
と
言
わ
れ
て
い
ま
し
た
が
、
資
産
形
成
に

関
し
て
も
、
投
資
は
必
要
な
い
と
か
、
金
融
知
識
に
自
信

が
な
い
と
か
、
個
人
で
ど
う
し
て
も
行
動
変
容
に
至
ら
な

い
分
野
が
あ
り
ま
し
た
。
個
人
の
金
融
行
動
の
変
容
を

し
っ
か
り
と
実
現
し
て
い
く
た
め
に
、
こ
う
い
っ
た
と
こ
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ろ
ま
で
踏
み
切
っ
て
や
っ
て
い
こ
う
と
い
う
こ
と
の
よ
う

で
す
。

　

組
織
構
成
に
戻
り
ま
す
。
金
融
経
済
教
育
推
進
機
構
は

東
京
に
し
か
な
い
組
織
で
、
地
方
組
織
が
ご
ざ
い
ま
せ

ん
。
四
七
都
道
府
県
の
金
融
広
報
委
員
会
、
各
地
の
銀
行

協
会
、
本
協
会
の
地
区
協
会
、
あ
る
い
は
財
務
局
、
財
務

事
務
所
と
い
っ
た
と
こ
ろ
が
、
地
方
で
の
機
構
の
活
動
の

支
援
を
行
い
ま
す
。
全
国
を
ブ
ロ
ッ
ク
に
分
け
ま
し
て
、

ブ
ロ
ッ
ク
協
議
会
を
つ
く
っ
た
上
で
、
金
融
経
済
教
育
の

さ
ら
な
る
普
及
・
促
進
に
向
け
た
課
題
の
共
有
及
び
解
決

策
を
議
論
し
て
い
く
こ
と
に
な
っ
て
お
り
ま
す
。

　

ま
た
、
金
融
経
済
教
育
の
提
供
と
し
て
、
講
師
派
遣
回

数
年
間
一
万
回
、
年
間
参
加
人
数
七
五
万
人
と
い
っ
た
ア

ウ
ト
プ
ッ
ト
・
ア
ウ
ト
カ
ム
を
定
め
て
い
ま
す
。
こ
れ
ま

で
各
団
体
が
行
っ
て
い
る
も
の
を
全
部
足
し
て
も
年
間
五

〇
〇
〇
回
だ
っ
た
も
の
を
倍
の
一
万
回
に
し
、
参
加
人
数

も
年
間
約
三
〇
万
人
と
言
わ
れ
た
と
こ
ろ
を
七
五
万
人
を

目
指
す
と
し
て
お
り
、
か
な
り
意
欲
的
な
内
容
に
な
っ
て

い
ま
す
。

十
、
今
後
の
課
題

　

金
融
経
済
教
育
推
進
機
構
に
つ
い
て
、
日
本
銀
行
、
全

国
銀
行
協
会
、
投
資
信
託
協
会
、
本
協
会
は
、
自
分
た
ち

が
直
接
執
行
し
て
い
た
金
融
経
済
教
育
活
動
を
移
管
し
て

お
り
、
今
後
は
資
金
的
な
協
力
あ
る
い
は
人
的
な
協
力
が

中
心
に
な
っ
て
ま
い
り
ま
す
。
引
き
続
き
、
機
構
の
活
動

を
応
援
し
て
ま
い
り
ま
す
。
出
資
者
と
し
て
は
、
本
協

会
、
全
国
銀
行
協
会
、
日
本
銀
行
に
な
っ
て
お
り
ま
す

が
、
実
際
に
は
投
資
信
託
協
会
も
事
業
を
移
管
し
、
運
営

費
に
関
し
て
は
相
当
の
協
力
を
し
て
い
く
こ
と
に
な
り
ま

す
（
図
表
16
）。

　

地
方
は
、
基
本
的
に
は
金
融
広
報
中
央
委
員
会
が
都
道

府
県
の
金
融
広
報
委
員
会
に
対
し
て
助
成
金
を
支
給
し
て
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活
動
を
支
援
し
て
き
ま
し
た
。
そ
の
支
援
元
が
金
融
広
報

中
央
委
員
会
か
ら
金
融
経
済
教
育
推
進
機
構
に
変
わ
る
と

い
う
こ
と
で
、
地
方
の
金
融
広
報
委
員
会
と
の
関
係
を

し
っ
か
り
と
つ
く
っ
て
い
く
、
そ
こ
で
新
た
な
国
家
戦
略

に
基
づ
い
た
運
営
が
全
国
に
届
け
ら
れ
る
よ
う
に
、
地
方

の
取
り
組
み
を
応
援
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
と
考
え
て
お

り
ま
す
。
国
の
行
政
機
関
、
地
方
公
共
団
体
と
連
携
す

る
、
事
業
主
は
協
力
す
る
と
い
う
形
で
、
消
費
者
教
育
推

進
法
と
同
じ
よ
う
な
法
的
な
枠
組
み
が
整
え
ら
れ
て
お
り

ま
す
の
で
、
こ
う
い
っ
た
法
律
に
基
づ
く
枠
組
み
が
期
待

通
り
に
ワ
ー
ク
し
て
い
く
か
が
ポ
イ
ン
ト
に
な
ろ
う
か
と

思
い
ま
す
。

　

そ
う
い
う
中
で
、
基
本
方
針
で
は
、
令
和
一
〇
年
度
に

金
融
経
済
教
育
を
受
け
た
と
い
う
方
が
国
民
の
二
割
に
達

す
る
こ
と
を
目
指
す
と
い
う
目
標
を
掲
げ
て
お
り
ま
す
。

こ
れ
は
か
な
り
意
欲
的
な
目
標
で
、
単
純
計
算
す
る
と
年

間
二
五
〇
万
人
ぐ
ら
い
の
方
が
意
識
を
変
え
な
い
と
い
け

図表16
金融経済教育推進機構とステークホルダーの連携・役割分担について

（講師作成︓討議資料）
○資産形成の支援に関する施策を総合的に推進するため、
閣議決定により、「基本方針」を策定

内 閣

金融庁

○理事長、理事（３名以内）、監事（１名）

○運営委員会
（運営委員８名以内＋理事長、理事）

（認可法人）

日証協
(本部事務局)

（機構）

日 銀
資金的、
人的協力等

全銀協
資金的、
人的協力等

資金的、
人的協力等

投信協

資金的、
人的協力等

金融広報中央
委員会の機能を
移管・承継

都道府県の
金融広報委員会

財務局・
財務事務所

連携

都道府県の
銀行協会

日証協の
地区協会事務局

国の
関係行政機関

地方公共団体

事業主

連携

協力

地 方
レベル

監督

日証協・投信協
・全銀協の業務

を移管

民間金融機関

金融経済教育を行う
非営利組織

助成金
事業の共催・委託

役割
分担

役割
分担
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ま
せ
ん
。
先
ほ
ど
の
御
説
明
し
た
Ｋ
Ｐ
Ｉ
で
も
、
ア
ク
セ

ス
で
き
る
人
が
現
状
の
倍
以
上
に
な
っ
て
も
七
五
万
人
な

の
で
、
ま
だ
ま
だ
、
機
構
を
中
心
と
し
つ
つ
も
国
全
体
と

し
て
の
努
力
が
必
要
な
状
況
で
す
。
機
構
は
公
的
な
立
場

を
利
用
し
て
、
特
に
職
域
の
教
育
あ
る
い
は
学
校
に
対
す

る
公
的
な
機
関
と
し
て
の
信
頼
か
ら
、
事
業
規
模
を
拡
大

し
て
い
け
る
可
能
性
は
十
分
あ
る
と
思
っ
て
お
り
ま
す
。

　

ま
た
、
民
間
金
融
機
関
と
の
役
割
分
担
に
つ
い
て
は
、

よ
く
誤
解
さ
れ
ま
す
が
、
金
融
経
済
教
育
推
進
機
構
が
設

立
さ
れ
た
か
ら
と
い
っ
て
、
証
券
会
社
や
銀
行
な
ど
、
個

社
で
行
わ
れ
て
い
る
金
融
経
済
教
育
活
動
を
や
め
る
と

か
、
そ
れ
が
十
分
で
な
い
と
い
っ
た
こ
と
で
は
全
く
あ
り

ま
せ
ん
。
こ
れ
ま
で
ど
お
り
、
あ
る
い
は
よ
り
一
層
、
こ

う
い
う
環
境
の
も
と
で
個
社
と
し
て
の
金
融
経
済
教
育
の

取
り
組
み
を
活
発
に
行
っ
て
い
た
だ
く
こ
と
が
期
待
さ
れ

て
い
ま
す
。
一
方
で
、
例
え
ば
個
社
の
セ
ミ
ナ
ー
等
に
機

構
か
ら
講
師
を
派
遣
す
る
、
あ
る
い
は
ジ
ョ
イ
ン
ト
セ
ミ

ナ
ー
を
行
う
と
か
、
そ
う
い
っ
た
こ
と
も
可
能
に
な
る
と

思
い
ま
す
。
そ
う
い
っ
た
分
野
の
細
目
に
つ
い
て
、
検
討

を
重
ね
て
い
ま
す
。

　

さ
ら
に
は
、
金
融
経
済
教
育
を
行
う
非
営
利
組
織
も
既

に
ご
ざ
い
ま
す
。
金
融
経
済
教
育
推
進
機
構
を
核
と
し

て
、
国
と
し
て
こ
れ
だ
け
資
産
形
成
の
た
め
の
金
融
経
済

教
育
を
推
進
す
る
、
政
策
を
総
動
員
し
て
総
合
的
に
取
り

組
ん
で
い
く
と
い
う
中
で
、
非
営
利
組
織
の
皆
様
も
、
よ

り
役
割
あ
る
い
は
活
動
を
拡
大
し
て
い
く
こ
と
も
期
待
さ

れ
て
お
り
ま
す
。

　

ま
だ
本
格
的
に
立
ち
上
が
っ
て
い
な
い
段
階
で
す
の

で
、
あ
ま
り
事
細
か
に
今
後
の
課
題
を
申
し
上
げ
る
の
も

難
し
い
の
で
す
が
、
機
構
と
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
の
連
携

と
か
役
割
分
担
に
つ
い
て
私
が
思
う
こ
と
は
、
今
申
し
上

げ
た
よ
う
な
点
で
す
。

　

私
ど
も
か
ら
の
御
説
明
は
終
了
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま

す
。
御
清
聴
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。
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○
森
本
理
事
長　

岳
野
さ
ん
、
吉
沢
さ
ん
、
金
融
経
済
教

育
に
つ
い
て
の
包
括
的
な
御
説
明
を
い
た
だ
き
ま
し
て
あ

り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。
そ
れ
で
は
、
質
問
、
コ
メ
ン

ト
を
い
た
だ
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

○
質
問
者
Ａ　

金
融
経
済
教
育
が
政
府
ベ
ー
ス
、
あ
る
い

は
日
本
証
券
業
協
会
も
含
め
て
着
実
に
推
進
さ
れ
る
方
向

に
あ
る
と
い
う
こ
と
を
伺
い
、
非
常
に
心
強
い
思
い
で

す
。

　

Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
に
は
非
常
に
大
き
な
役
割
が
あ
る
か
と
思
い

ま
す
が
、
そ
の
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
を
推
進
す
る
証
券
業
界
の
姿
勢

や
動
き
と
し
て
、
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
は
小
口
が
多
く
、
し
か
も
買

い
っ
放
し
で
あ
ま
り
売
ら
な
い
と
い
う
の
が
中
心
な
の

で
、
あ
ま
り
儲
け
に
な
ら
な
い
か
ら
一
部
の
業
者
は
熱
心

に
取
り
組
ま
な
い
と
い
う
話
を
去
年
の
暮
れ
ご
ろ
に
聞
き

ま
し
た
。

　

確
か
に
、
数
字
で
見
る
と
、
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
の
残
高
の
半
分

以
上
が
大
手
の
ネ
ッ
ト
証
券
、
し
か
も
二
社
で
占
め
ら
れ

て
い
て
、
三
大
証
券
を
初
め
既
存
の
証
券
会
社
は
残
り
の

二
十
何
％
を
分
け
て
い
る
。
そ
れ
は
あ
ま
り
儲
け
に
つ
な

が
ら
な
い
、
あ
る
い
は
手
間
が
か
か
っ
て
し
ょ
う
が
な

い
、
小
口
の
個
人
の
管
理
が
大
変
だ
と
聞
い
た
の
で
す

が
、
新
し
い
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
が
発
足
し
て
、
そ
の
辺
の
動
き
は

何
か
変
化
が
見
ら
れ
る
の
か
、
教
え
て
い
た
だ
け
れ
ば
と

思
い
ま
す
。

○
岳
野　

こ
の
種
の
問
題
を
考
え
る
と
き
に
は
い
ろ
い
ろ

な
要
素
が
あ
っ
て
、
ポ
ジ
シ
ョ
ン
ト
ー
ク
と
か
言
い
わ
け

と
か
、
い
ろ
い
ろ
な
も
の
が
ま
ざ
っ
て
い
る
の
で
、
非
常

に
お
答
え
が
難
し
い
と
思
っ
て
お
り
ま
す
。

　

Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
に
関
す
る
実
態
に
つ
い
て
は
、
ネ
ッ
ト
証
券

の
口
座
が
多
い
と
い
う
こ
と
は
間
違
い
あ
り
ま
せ
ん
。
た

だ
、
で
は
ネ
ッ
ト
証
券
が
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
で
儲
け
て
い
る
か
と

い
え
ば
、
率
先
し
て
成
長
投
資
枠
も
手
数
料
ゼ
ロ
に
さ
れ

て
い
た
り
す
る
の
で
、
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
で
儲
か
る
儲
か
ら
な
い

と
い
う
こ
と
と
、
口
座
数
と
い
う
の
は
、
直
接
関
係
は
な
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い
の
で
は
な
い
か
と
い
う
の
が
実
態
で
す
。

　

で
は
、
な
ぜ
ネ
ッ
ト
証
券
が
多
い
か
と
い
う
こ
と
で
す

が
、
先
ほ
ど
ご
紹
介
し
た
上
山
先
生
の
論
文
の
分
析
で
も

あ
り
ま
す
よ
う
に
、
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
を
通
じ
て
新
た
に
投
資
家

に
な
っ
た
人
は
、
こ
れ
ま
で
投
資
家
で
は
な
か
っ
た
人
の

中
で
相
対
的
に
リ
テ
ラ
シ
ー
の
高
い
人
が
入
っ
て
き
て
い

ま
す
。
そ
う
い
っ
た
方
が
、
ま
ず
ネ
ッ
ト
証
券
に
口
座
を

開
く
と
い
う
こ
と
は
、
一
つ
の
行
動
と
し
て
は
あ
り
得
る

か
な
と
思
い
ま
す
。
他
方
、
今
後
、
投
資
が
必
要
で
は
な

い
と
今
思
っ
て
い
る
七
割
の
人
た
ち
の
行
動
変
容
を
促
し

て
い
か
な
い
と
、
政
府
目
標
の
三
四
〇
〇
万
口
座
ま
で
は

い
き
ま
せ
ん
。

　

先
ほ
ど
御
説
明
し
た
よ
う
に
、
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
口
座
を
開
か

な
い
理
由
と
し
て
、「
そ
も
そ
も
投
資
を
す
る
気
が
な

い
」
と
い
う
方
が
国
民
の
七
割
お
ら
れ
る
。
そ
う
い
っ
た

皆
さ
ん
の
と
こ
ろ
に
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
を
普
及
さ
せ
て
い
く
、
さ

ら
に
は
三
四
〇
〇
万
を
超
え
て
、
中
間
層
の
皆
様
が
Ｎ
Ｉ

Ｓ
Ａ
に
よ
る
資
産
形
成
の
機
会
を
享
受
す
る
と
い
う
こ
と

に
な
っ
て
く
る
と
、
お
客
様
の
層
は
非
常
に
多
様
で
、

ネ
ッ
ト
証
券
だ
け
で
な
く
、
既
存
の
大
手
・
準
大
手
あ
る

い
は
地
場
証
券
の
対
面
の
皆
さ
ん
に
も
チ
ャ
ン
ス
は
あ
る

と
い
う
こ
と
で
す
。

　

あ
ま
り
直
接
の
お
答
え
に
な
っ
て
い
な
い
と
思
い
ま
す

が
、
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
口
座
の
利
用
状
況
に
関
し
て
は
、
長
い
目

で
顧
客
層
が
ど
の
よ
う
に
広
が
っ
て
い
く
か
を
見
て
い
く

と
い
う
こ
と
で
は
な
い
か
と
思
っ
て
お
り
ま
す
。

○
質
問
者
Ｂ　

個
々
人
の
努
力
、
民
間
金
融
機
関
や
証
券

会
社
の
努
力
に
よ
り
、
資
産
形
成
の
必
要
性
に
つ
い
て
普

及
活
動
が
進
め
ら
れ
て
き
ま
し
た
が
、
新
し
い
機
構
が
国

の
活
動
と
の
橋
渡
し
に
な
る
こ
と
を
期
待
し
た
い
と
思
い

ま
す
。
特
に
長
寿
化
が
進
む
中
で
、
年
金
制
度
の
み
で
老

後
の
生
活
を
支
え
る
こ
と
は
困
難
で
す
し
、
ま
た
、
雇
用

環
境
が
変
わ
り
、
転
職
が
恒
常
化
し
、
退
職
金
に
頼
る
環

境
は
変
化
し
て
い
る
の
で
、
そ
の
辺
か
ら
生
じ
る
ニ
ー
ズ
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を
踏
ま
え
た
活
動
や
調
査
、
働
き
か
け
が
必
要
だ
と
思
い

ま
す
。
こ
れ
ま
で
の
努
力
に
感
謝
す
る
と
と
も
に
、
今
後

に
期
待
し
た
い
と
思
い
ま
す
。

○
岳
野　

今
の
ご
指
摘
は
、
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
が
変
わ
っ

て
き
て
、
退
職
金
に
頼
る
環
境
が
変
化
し
て
い
る
と
か
、

転
職
が
恒
常
化
し
て
い
る
と
か
、
そ
う
い
っ
た
新
し
い
時

代
に
、
国
民
の
皆
様
に
と
っ
て
様
々
な
年
齢
層
に
お
い
て

資
産
形
成
の
ニ
ー
ズ
が
あ
る
と
い
う
こ
と
で
す
。

　

こ
こ
で
イ
メ
ー
ジ
さ
れ
て
い
る
の
は
Ｄ
Ｃ
か
も
し
れ
ま

せ
ん
が
、
そ
れ
に
限
ら
ず
、
従
来
想
定
し
て
い
な
か
っ
た

様
々
な
資
産
運
用
、
資
産
形
成
の
ニ
ー
ズ
が
、
全
国
津
々

浦
々
、
全
て
の
世
代
、
全
て
の
国
民
に
あ
り
得
ま
す
。
そ

う
い
っ
た
と
こ
ろ
に
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
制
度
、
あ
る
い
は
ｉ
Ｄ
ｅ

Ｃ
ｏ
や
Ｄ
Ｃ
を
中
心
と
し
た
資
産
形
成
支
援
制
度
で
サ
ー

ビ
ス
を
提
供
し
て
い
く
チ
ャ
ン
ス
が
証
券
業
界
あ
る
い
は

金
融
業
界
に
は
大
き
く
広
が
っ
て
い
る
と
見
て
い
い
の
で

は
な
い
か
と
思
っ
て
お
り
ま
す
。

　

本
協
会
と
し
て
は
、
会
員
の
証
券
会
社
の
皆
様
と
相
談

し
な
が
ら
、
こ
う
い
っ
た
国
民
の
資
産
形
成
、
運
用
の

ニ
ー
ズ
に
的
確
に
応
え
ら
れ
る
よ
う
、
誰
ひ
と
り
取
り
残

さ
ず
カ
バ
ー
で
き
る
よ
う
に
頑
張
っ
て
い
く
の
が
、
私
ど

も
の
ミ
ッ
シ
ョ
ン
で
は
な
い
か
と
思
っ
て
お
り
ま
す
。
そ

の
際
、
金
融
経
済
教
育
推
進
機
構
と
も
連
携
い
た
し
ま
す

し
、
わ
が
国
は
明
治
以
来
初
め
て
、
法
律
に
基
づ
き
、
閣

議
決
定
に
よ
り
国
家
戦
略
と
し
て
資
産
形
成
に
関
す
る
基

本
方
針
を
定
め
て
い
た
だ
き
ま
し
た
の
で
、
こ
う
い
う
国

策
と
も
よ
く
連
携
し
な
が
ら
、
証
券
業
の
健
全
な
発
展
の

た
め
に
も
取
り
組
ん
で
い
き
た
い
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

○
森
本
理
事
長　

岳
野
さ
ん
、
吉
沢
さ
ん
、
大
変
あ
り
が

と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。
以
上
で
「
資
本
市
場
を
考
え
る

会
」
を
終
わ
り
ま
す
。（
拍
手
）

（
た
け
の　

ま
り
お
・
日
本
証
券
業
協
会　

副
会
長
）
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証券レビュー　第64巻第８号

（
よ
し
ざ
わ　

た
く
お
・
日
本
証
券
業
協
会　

金
融
・

証
券
教
育
支
援
本
部　

上
席
次
長
）

�
（
本
稿
は
、
令
和
六
年
六
月
三
日
に
開
催
し
た
講
演
会
で
の
要

旨
を
整
理
し
た
も
の
で
あ
り
、
文
責
は
当
研
究
所
に
あ
る
。
）
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国民の資産形成に関する金融経済教育の推進について

　　岳　野　万里夫　氏

御　　略　　歴

（日本証券業協会　副会長）

2015年７月日本証券業協会専務理事、2019年７月同副会長・専務理事、2023年７月

同副会長（現職）。

下記を担当。

・�投資による資産形成の促進に向けた取組み（NISA等の税制改正要望、金融・証

券知識（リテラシー）の普及・啓発活動）、

・�我が国の金融資本市場の機能・競争力の強化（国際金融センター構想、証券決済

システムの整備、デジタルトランスフォーメーション（DX）の促進）

・�証券業界の SDGs の達成に向けた取組み（SDGs 債等のサステナブルファイナン

ス推進、会員の働き方改革・ダイバーシティ推進、子供の貧困対策支援、国内外

のパートナーシップの強化）、

・��グローバルな情報発信・連携の拡充（証券サミット、アジア証券人フォーラム

（ASF）等）、

・�その他証券会社及び証券市場の健全な発展を推進する取組み（調査研究、広報、

会員交流、BCP対策）

1979年大蔵省（現：財務省）入省後、同省・金融庁等において、マクロ経済分析、

財政政策、金融・証券市場制度の企画立案、個別の監督・市場監視等に携わる。

　　吉　沢　拓　央　氏

御　　略　　歴

（日本証券業協会　金融・証券教育支援本部上席次長）

2005年４月日本証券業協会入職。監査部、証券取引等監視委員会（出向）、第二種

金融商品取引業協会（出向）等を経て、2022年７月金融・証券教育支援本部上席次

長（現職）。


